
　

平成30年（2018年）８月

横　須　賀　市

第2次横須賀市行政改革プラン
平成26年度(2014年度）～平成29年度（2017年度）

実 績 報 告 書

平成30年（2018年）８月16日
第１回行政改革推進委員会

資料２



１　第２次行政改革プランの効果額と職員数の削減 1

（１）第２次行政改革プランの効果

　　ア　第２次行政改革プランの策定および改定の推移

　　（ア）当初の効果見込額 1

　　（イ）各年度改定時における効果見込額 1

　　（ウ）最終的な効果見込額 2

　　イ　第２次行政改革プランの効果額（実績）

　　（ア）年度別効果額 3

　　（イ）４年間の累積効果額 3

　　ウ　第２次行政改革プランにおける正規職員削減数 3

（２）第２次行政改革プランの各章ごとの効果と事業数 4

（３）効果額の大きな事業（４カ年上位10事業） 6

（４）各事業の実施結果 6

２　第２次行政改革プラン　事業別報告 7

　　第１章　財政の健全化

　　　１　事業等の見直し 8

　　　２　民間委託の推進 33

　　　３　財政運営の健全化 34

　　　４　外郭団体の健全な運営 50

　　第２章　組織・人事の見直し

　　　１　組織の見直し 51

　　　２　職員数の適正化と多様な人材の活用 55

　　　３　給与の適正化 65

　　　４　職員の意欲・能力を引き出す環境づくり 67

　　第３章　市民とともに進める公共サービスの向上

　　　１　地域や市民との協働の推進 70

　　　２　市民の声を反映した行政サービスの向上 78

　　　３　行政運営の透明性の確保 79

部課別索引 81

目　　　次



ア　第２次行政改革プランの策定および改定の推移

（ア）当初の効果見込額

平成26年度（当初） （単位　千円）

（イ）各年度改定時における効果見込額

平成27年度改定額（前年度との差） （単位　千円）

【主な改定要因】
・利用計画のない市有財産の処分（一般会計）　
・長井海の手公園の管理運営の見直し（一般会計）　
・病院事業会計の健全な運営（企業会計）　 408,448千円

367,075千円
231,002千円

合　計

特別会計

企業会計 429,124 -

-

一般会計 936,940 9,830 9,830 956,600

-

合　計 1,288,838 239,763

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度

36,330 - 587,496

209,240

9,830

合　計

- - 0

企業会計

1,677,899

特別会計

527,554

１．第２次行政改革プランの効果額と職員数の削減

（１）第２次行政改革プランの効果

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度 合　計

一般会計

1,401,464

2,265,395

809,374

-

479,464

455,852

-

71,702

203,433 209,240

第２次行政改革プラン策定後、各年度の予算編成にあわせて改定を行ってきました。
各年度における改定状況は次のとおりです。

15,74015,740

- 429,124

1,381,804 9,830
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平成28年度改定額（前年度との差） （単位　千円）

【主な改定要因】
・利用計画のない市有財産の処分（一般会計）　
・病院事業会計の健全な運営（企業会計）　
・未利用地等の活用（企業会計）　

平成29年度改定額（前年度との差） （単位　千円）

【主な改定要因】
・利用計画のない市有財産の処分（一般会計）　
・市債償還利子の軽減（一般会計）　
・病院事業会計の健全な運営（企業会計）　

（ウ）最終的な効果見込額

平成29年度改定時における効果見込額 （単位　千円）

698,972千円

333,498千円
 24,036千円

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度 合　計

657,388千円
371,085千円
323,797千円

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度 合　計

993,662

5,232

333,498

1,332,392

4,100,248

24,496

2,045,000

6,169,744

1,392,792

15,740

500,826

1,909,358

904,420

3,524

731,212

1,639,156

一般会計

特別会計

企業会計

合　計

809,374

-

479,464

1,288,838

757,400

5,232

333,498

1,096,130

757,400

5,232

333,498

1,096,130

27年度 28年度 29年度
　　　年　度
区　分

26年度

特別会計

1,389,563

企業会計

合　計

17,192 1,406,755

一般会計

694,882

合　計

694,882 -

708,349

3,524 - 3,524

合　計

691,157 17,192一般会計

特別会計

企業会計
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イ　第２次行政改革プランの効果額（実績）

（ア）年度別効果額

第２次行政改革プランの各年度の効果額の合計は、４年間で約73億円になりました。

（単位　円）

（イ）４年間の累積効果額

効果額には、人件費の削減のように次年度以降にも効果が継続するものと、土地の売却
など、その年度だけの効果にとどまる単年度効果があります。
次年度以降にも継続する効果額を累積した効果額は、４年間で約119億円になりました。

（単位　円）

ウ　第２次行政改革プランにおける正規職員削減数

　

（単位　人）

（　）は第２次行政改革プランの当初削減見込数

一般会計

特別会計

企業会計

合　計

34

1

17

527

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度 合　計

合　計 1,964,927,518 3,283,922,739 3,318,990,662 3,289,654,676 11,857,495,595

企業会計 528,495,122 535,731,199 499,471,465 481,902,522 2,045,600,308

特別会計 - 15,635,455 18,996,455 24,402,114 59,034,024

一般会計 1,436,432,396 2,732,556,085 2,800,522,742 2,783,350,040 9,752,861,263

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度 合　計

合　計 1,964,927,518 2,419,750,705 1,673,511,285 1,278,257,303 7,336,446,811

企業会計 528,495,122 452,822,077 382,569,843 344,595,900 1,708,482,942

特別会計 - 15,635,455 3,361,000 5,405,659 24,402,114

一般会計 1,436,432,396 1,951,293,173 1,287,580,442 928,255,744 5,603,561,755

　　　年　度
区　分

26年度 27年度 28年度 29年度 合　計

（18）

（-）

（17）

（35）

6

0

1

（3）

（-）

（-）

（3）

6

0

0

6

（1）

（-）

（-）

（1）

14

1

7

22

（6）

（-）

（8）

（14）

8

0

9

17

（8）

（-）

（9）

（17）

第２次行政改革プランでは、事業や業務の執行体制の見直しなどに取り組んだ結果、
４年間で正規職員52人の削減を実施しました。
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第１章　財政の健全化

１　事業等の見直し

(１)事業の見直し

(２)情報化経費の適正化

(３)補助金等の見直し

２　民間委託の推進

(１)民間委託の推進

３　財政運営の健全化

(１)計画的な財政運営

(２)歳入の確保

(３)施設の管理運営の見直し

(４)事業会計の健全な運営

(５)特別会計の健全な運営

４　外郭団体の健全な運営

(１)外郭団体の健全な運営

第２章　組織・人事の見直し

１　組織の見直し

(１)組織の見直し

(２)柔軟で機動的な組織運営

(３)審議会等の見直し

２　職員数の適正化と多様な人材の活用

(１)職員数の適正化

(２)多様な任用形態による人材の活用

３　給与の適正化

(１)給与制度等の適正化

(２)各種手当の見直し

４　職員の意欲・能力を引き出す環境づくり

(２)職員の能力を高める人材育成

(３)業務改善の推進

第３章　市民とともに進める公共サービスの向上

１　地域や市民との協働の推進

(１)市民協働によるまちづくりの推進

(２)市民公益活動との連携強化

(３)行政センターの地域コミュニティ機能の充実

２　市民の声を反映した行政サービスの向上

(１)市民の声を反映した行政サービスの向上

３　行政運営の透明性の確保

(１)情報公開の積極的な推進

(２)行政評価の定着と活用

6,169,744,000合　　　　計

349,144,000
227,505,000

2,683,191,000
251,956,000

1,603,433,000

54

(１)人事制度の継続的な見直し

43

48

5

48

759,000
577,408,000

759,000

576,649,000

4,538,580,000

2

216,463,000
16,463,000

20,181,000
154,886,000

4

41,037,293,000
862,226,000

6

（２）第２次行政改革プランの各章ごとの効果と事業数

内　容
効果額（見込）（円）

5,592,336,000

効果見込（４カ年）

削減数(人)
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7,336,446,811

226,159,793
652,780,000
411,262,000
241,518,000

704,750
704,750

564,793,003
338,633,210

効果額（実績）（円）

6,118,169,058
1,032,750,373

870,213,516

実績（４カ年）
事業数

3

52 2

1

1

105

76

72

実績と見込の差

1

0

0

2

1

2

3

25

2

2

4

1

11

1

1

652,780,000

7

241,518,000

1

0

2

1

1

1

3

1

4

1

26

1

10

7

1

1

3

2

△ 11,855,997
△ 10,510,790

1

4

2

17

15

142

1

1

△ 54,250

787

△ 4,112,622

削減数(人)

7,987,516

12,350,378

2

2

3

1

20,708,222
141,828,635
12,350,378

5,073,068,307

47

3,193,796,642
251,956,787

実績額－見込額（円）

△ 4,542,627

527,222
△ 13,057,365

5

△ 4,112,622

1,627,314,878

3

47

534,488,307

510,605,642

23,881,878

525,833,058

3

5

640,869,753

42

411,262,000

△ 1,345,207

△ 54,250

削減数(人)

1,218,277,753

1,166,702,811
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※「頁」は事業別報告の掲載頁

計 142 100.0%

 延　期 0 0.0%

 中　止 1 0.7%

 概ね達成 2 1.4%

 未達成 6 4.2%

（４）各事業の実施結果

区分 事業数 比率

 達　成 133 93.7%

計 142事業（うち効果額掲載事業101事業） 7,336,446,811 100.0%

その他132事業 829,987,733 11.3%

30

10 事業の終了に伴う常勤職員の削減 関係部 関係課 101,126,000 1.4% 57

9 補助金等の見直し 関係部 関係課 141,828,635 1.9%

41

8 重度障害者医療扶助事業の見直し 福祉部 障害福祉課 148,116,521 2.0% 11

7 長井海の手公園の管理運営の見直し 環境政策部 公園管理課 231,002,502 3.2%

66

6 適切な職員配置による常勤職員の適正化 関係部 関係課 236,495,870 3.2% 55

5 各種手当の見直し 総務部 人事課 241,518,000 3.3%

10

4 給与制度等の適正化 総務部 人事課 411,262,000 5.6% 65

3 下水道事業会計に対する繰出金の見直し 財政部 財政課 440,508,000 6.0%

36

2 病院事業会計の健全な運営 健康部 市立病院担当 1,627,314,878 22.2% 44

1 利用計画のない市有財産の処分 財政部 財産管理課 2,927,286,672 39.9%

（３）効果額の大きな事業（４カ年上位10事業）

事業名 推進部課 効果額（円） 比率 頁※

－6－



番号
第２次行政改革プラン（平成26年度～29年度）で分類ごとに事業に付けた番号です。
事業名
事業の名称です。
事業の状態
計画期間（平成26年度～29年度）における事業の実施結果

事業推進部課
事業を推進する部課名を記載しています。
「関係課」と記載している場合は、推進する部課が複数に及ぶ事業です。
項目
実施項目を記載しています。
項目ごとに推進課が異なる場合は、かっこ書き等で推進課名を記載しています。
正規職員を削減する場合は、かっこ書きで削減する年度と人数を記載しています。
実施内容
実施項目の実施内容を記載しています。
年度
事業を実施した年度に矢印と実施内容を記載しています。
効果額
実施項目の効果額を記載しています。
（効果を金額換算できた場合に記載。効果が出なかった場合は△で表示）

⑧

中　止 　計画内容を中止した事業

④

⑤

⑥

⑦

未達成 　計画内容が未達成の事業
延　期 　計画内容を延期した事業

達　成 　計画内容を達成した事業
概ね達成 　計画内容を概ね達成した事業

【各項目の説明】
①

②

③

区分 説明

⑥

 ⑤
項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 ① 事業名 ② ③
事業推進部課 ④

２．第２次行政改革プラン　事業別報告

　第２次行政改革プラン掲載事業の実施内容を、事業ごとに記載
しています。各事業の報告は、下記表で構成されています。
　各頁の右上の表示は、行政改革大綱の章立てを示しています。
　なお、掲載事業は、行政改革大綱の章立てに沿って分類し、記
載しています。

例：８頁の右上の表示

⑦

⑧

第１章 財政の健全化
１ 事業等の見直し

（１）事業等の見直し

－7－



第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

第１章　財政の健全化

１　事業等の見直し

（１）事業の見直し

基本姿勢１
事業の検証や見直しを継続的に実施するとともに、「財政基本計画」による計画的な
財政運営によって財政の健全化を図ります。

　課の執行体制を見直し、広報業務に従事
する非常勤職員１人を削減しました。

2,729,477

番　号 ２ 事業名 政策評価事業(重点政策・施策評価)の見直し 達　成

負担金支出の見直し

45,000

番　号 １ 事業名 一般財団法人地方自治研究機構に対する負担金支出の見直し 達　成

項目および実施内容 26年度

45,000

事業推進部課

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　一般財団法人地方自治研究機構の賛助会
員脱退により負担金を削減しました。

まちづくり評価委員会会議の開催の見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 ３ 事業名

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

事業推進部課

　外部評価（まちづくり評価委員会会議の
開催）を平成25年度・27年度の隔年実施と
し、経費を削減しました。

141,770

2,729,477

広報業務の見直し

141,770

広報業務の見直し 達　成

政策推進部 政策推進課

政策推進部 都市政策研究所

市長室 広報課

実 施

実 施

実 施

－8－



第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

委託料の見直し

　外部団体でも子どもを対象とした同様の
講座が開催されているため、文化活動体験
講座を廃止し、経費を削減しました。

91,444

　事業の見直しを行った結果、廃止としま
した。

　作製意義や費用対効果の観点から、ポス
ターの作製点数を89点から76点、作製枚数
を62,500枚から53,450枚に見直し、経費を
削減しました。

791,165

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 ４ 事業名 広報掲示板ポスター作製の見直し 達　成

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

791,165

番　号 ５ 事業名 風を感じる街～yokosuka　音楽フェスティバルの見直し 達　成

ポスター作製の見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

文化スポーツ観光部 文化振興課

389,208 389,208

番　号 ６ 事業名 子ども文化活動体験講座の見直し 達　成

音楽フェスティバルの見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

91,444

番　号 ７ 事業名 多文化共生講座の見直し 達　成

体験講座の見直し

250,000
　他の事業実施時に多文化共生を意識付け
る内容を盛り込むことで、多文化共生講座
を廃止し、委託料を削減しました。

250,000

市長室 広報課

文化スポーツ観光部 文化振興課

渉外部 国際交流課

実 施

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

番　号 ９ 事業名 下水道事業会計に対する繰出金の見直し

2,393,175

事業推進部課

番　号 ８ 事業名 出張旅費計算業務委託の見直し 達　成

28年度 29年度 効果額計(円)

委託の見直し

　出張旅費計算業務について、従来の委託
から臨時職員２人での対応に見直し、経費
を削減しました。

2,393,175

項目および実施内容 26年度 27年度

－ 150,333,000 440,508,000

番　号 10 事業名 市債償還利子の軽減 達　成

繰出金の見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

財政部 財政課

［26年度～28年度実施］
　平成26年10月からの下水道使用料改定に
合わせ、一般会計から下水道事業会計に対
する基準外繰出金のうち汚水処理施設建設
の際に発行した企業債の元利償還金の繰出
比率を見直しました。

　26年度：31％から30％に見直し
　27年度：30％から26％に見直し
　28年度：27年度の見直しを継続

［29年度実施］
　平成27年度の見直しを継続しました。
　また、さらなる見直しについて検討を行
い、平成30年度からの繰出比率を22％とす
るなどの見直し実施を決定しました。

43,110,000 247,065,000

34,418,000 24,037,000 93,378,000

市債償還利子の軽減

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度～29年度実施］
　借換債の利率については、長期プライム
レート等を勘案し、金融機関との交渉を行
い決定していましたが、指標金利から借換
え時の利率を算出するルールを定め、ス
ムーズな借換えおよび利子償還額の削減を
図りました。

24,682,000 10,241,000

総務部 人事課

達　成

財政部 財政課

実 施 実 施

実 施 実 施

実 施

実 施 実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

番　号 11 事業名 土地開発基金の見直し 達　成

中　止

土地開発基金の見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 13 事業名 重度障害者医療扶助事業の見直し 達　成

　本市の公共事業の効率的な執行を図るた
め、平成21年度から平成25年度まで国土交
通省で策定した「コスト構造改善プログラ
ム」に基づき、工事のコスト縮減を主にラ
イフサイクルの見直しや、環境に配慮した
事業への取り組みを実施し、平成26年度以
降は国等の動向を踏まえて継続的に実施し
ようとしました。
　しかし、国は平成26年度に入り、平成25
年度をもって取り組みを終了し、今後の取
り組みは未定としたことから、本市におい
ても５年間実施したことで、取り組みが浸
透し、確立したものとなってきたことを踏
まえ、平成26年度以降は各部局内で自主的
に取り組むように周知し、集計結果報告等
の総合的な取り組みは中止することとしま
した。

－

［26年度実施］
　平成26年度以降は、土地開発基金からの
借入金の償還を取り止めました。
［28年度実施］
　土地開発基金を廃止しました。

77,121,138

番　号 12 事業名 横須賀市公共事業コスト構造改善プログラムの推進

事業推進部課 福祉部 障害福祉課

－

構造改善プログラムの推進

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

－ 77,121,138

45,656,684 46,961,379 148,116,521

医療扶助事業の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度～29年度実施］
　平成20年の県補助金要綱の改正により、
65歳以上新規重度障害者が補助対象から除
外され、県補助対象とならない分は本市単
独事業として運営していましたが、本事業
の安定的な運営を継続するため、本市でも
県の対象者見直しにならい、65歳以上で平
成26年10月以降に初めて障害者の認定を受
ける方について、助成事業の対象外としま
した。

6,545,584 48,952,874

財政部 財政課

財政部 工事検査課

実 施 前倒し廃止

中 止

実 施 実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　99歳および100歳はその支給時期が近いこ
とから100歳に統合し、更なる長寿を祝う意
味で105歳を対象に加え、支給対象者および
支給内容を見直し、経費を削減しました。

451,357

支給対象者および支給内容の見直し

事業推進部課

451,357

番　号 17 事業名 市民健診の後期高齢者医療証交付者の健診費用自己負担額免除の見直し

12,656,340

番　号 14 事業名 障害者施設等通所者交通費扶助事業の事務手続きの見直し 達　成

417,030

番　号 15 事業名 ふれあいお弁当事業の見直し 達　成

事務手続きの見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

福祉部 障害福祉課

　定期的に経路申告書を提出してもらい、
日額よりも定期券の方が安くなる場合は定
期券の購入を促し、定期券利用者について
は、今までの１か月定期券から３か月定期
券の額を原則とするなど、扶助費を削減し
ました。

417,030

4,358,846

番　号 16 事業名 敬老祝金等の支給対象者の見直し 達　成

委託料の見直し

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　主食と副食の二つに分かれていたお弁当
の容器を一つにすることにより、調達コス
トを削減し、委託料を削減しました。

4,358,846

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

12,656,340

達　成

自己負担額免除の見直し

　市民健診の後期高齢者医療証交付者の健
診費用自己負担額免除を見直し、個別健診
の健康診査委託料を削減するとともに、集
団健診の保健所健診センター実施分の自己
負担額を、保健所使用料として新たな歳入
としました。

福祉部 高齢福祉課

福祉部 高齢福祉課

健康部 保健所健康づくり課

実 施

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

－

番　号 20 事業名 青少年の家の事務費の見直し 達　成

事業推進部課

項目および実施内容

△ 10,479

番　号 19 事業名 横須賀市猫対策連絡会開催回数の見直し 達　成

事業推進部課 健康部 保健所生活衛生課

番　号 18 事業名 家庭用品試買検査検体数の見直し 未　達　成

29年度

効果額計(円)

委託料の見直し

開催回数の見直し

　委員会の開催予定回数を見直し、年２回
から１回に予算額を削減しました。
　なお、開催実績は平成25年度、26年度と
もに１回でした。

－

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

29年度

効果額計(円)

検体数の見直し

　家庭用試買検査の検体数を35検体から25
検体に見直しましたが、検体単価が増と
なったことにより経費が増加しました。

△ 10,479

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

事業推進部課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

こども育成部 こども育成総務課

委託料などの見直し

健康部 保健所生活衛生課

29年度 効果額計(円)

番　号 21 事業名 青少年活動推進事業の見直し 達　成

事業推進部課 こども育成部 こども育成総務課

　青少年の家について、施設ごとに個別に
契約していた消防用設備保守点検委託及び
樹木等管理委託をまとめて契約すること
で、経費を削減しました。

1,095,009 1,095,009

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

［26年度実施］
　青少年育成推進員は、平成24年度の基準
変更に伴う経過措置の定数で委嘱していま
したが、平成25年度末で経過措置の期間が
終了したため、定数を削減し報酬を削減し
ました。
［27年度実施］
　子ども会活動等、子どもにかかわる地域
活動の指導者等を対象に、安全で楽しく活
動するための知識・技術・子ども会等の運
営方法の習得のために開催する講習会の講
師謝礼を見直し、委託料を削減しました。

128,334 200,000 328,334

実 施 実 施

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

講師謝礼などの見直し

　担当職員のスキルアップのために行う研
修会について、庁内講師等を活用すること
により講師謝礼を削減しました。
　また、業務用携帯電話の台数を見直し、
経費を削減しました。

105,816

項目および実施内容 26年度 27年度

230,911 617,020 847,931

委託料の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

達　成

事業推進部課 こども育成部 こども健康課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

22 事業名 助産師支援事業の見直し

児童相談所運営事業の見直し 達　成

事業推進部課

［26年度実施］
　平成26年度の利用実績等を踏まえ、わい
わいスクールのあり方を検討しました。
［27年度実施］
　28年度にわいわいスクール３か所（衣
笠・馬掘・高坂各小学校内）を閉鎖するこ
とを決定しました。
［28年度実施］
　平成28年６月末をもって、衣笠小学校、
馬堀小学校、高坂小学校のわいわいスクー
ルを終了し、平成29年４月に学童クラブに
転換しました。（28年度途中に実施したた
め29年度も効果額あり）

［29年度実施］
　わいわいスクール３か所（鷹取、鶴久
保、津久井の各小学校内）のあり方を検討
しました。

－ － 1,631,469 827,648

28年度 29年度 効果額計(円)

2,459,117

番　号 24 事業名

こども育成部 児童相談所

105,816

29年度 効果額計(円)

支援事業の見直し

番　号

番　号 23 事業名 わいわいスクールから学童クラブへの変更 達　成

事業推進部課 こども育成部 教育・保育支援課

［26年度実施］
　助産師支援研修会を５講座から３講座に
見直し、講師謝礼や委託料などの経費を削
減しました。また、ポスター作製方法を見
直し経費を削減しました。

［29年度実施］
　事業開始から10年を経過し、助産所の開
設や助産師登録数も安定したため、事業の
主軸を助産師会に移し、本事業を廃止しま
した。

検 討 検 討

実 施

実 施

実 施 検 討

廃 止
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度

項目および実施内容 26年度 27年度

項目および実施内容

事業内容の見直し

番　号 25 事業名 こどもグループワーク事業の見直し

番　号 26 事業名 自然環境調査および継承の森関連イベントの見直し

27 事業名 地下水質調査の見直し

達　成

達　成

事業推進部課

　参加児童数などによる費用対効果を考慮
して年２回実施していたデイキャンプを廃
止しました。
　また、既定経費のなかで子どもの自主
性、社会性を養う方法について、検討しま
した。

91,987 91,987

事業推進部課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

達　成

事業推進部課 環境政策部 環境管理課

　自然環境調査及び継承の森に係る事業を
見直し、報償金などを削減しました。

424,237 424,237

28年度 29年度 効果額計(円)

事業の見直し

　地下水質調査の概況調査を１kmから２km
メッシュ分割に変更し、地点数を18地点か
ら７地点に減らし、委託料を削減しまし
た。

371,200 371,200

28年度 29年度 効果額計(円)

調査地点数の見直し

番　号

こども育成部 児童相談所

環境政策部 自然環境共生課

　ダイオキシン類調査のうち、海域（水
質・底質）の調査を年１回から隔年実施と
し、経費を削減しました。

439,950 439,950

効果額計(円)

調査頻度の見直し

ダイオキシン類調査の見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部 環境管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 28 事業名

実 施

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

［26年度実施］
　チビッコ広場２か所を廃止し、管理費交
付金及び報償金を削減しました。

［27年度～29年度実施］
　広場の交付金交付の際の実績報告や現場
調査等により検討した結果、廃止する広場
はありませんでした。

1,342,000 － － － 1,342,000

効果額計(円)

チビッコ広場の設置の見直し

チビッコ広場の設置の見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部 公園管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 29 事業名

［26年度実施］
　地元町内会や小学校を対象とした説明会
を実施するなどの調整を図り、平成27年度
に鴨居プールを廃止する方針を決定しまし
た。
［27年度実施］
　27年度廃止予定の鴨居プールについて
は、９月の営業終了後廃止しました。
　28年度平作プール・29年度田の浦プール
の廃止を決定しました。
［28年度実施］
　27年度に鴨居プールを廃止したことによ
り、平成28年度の経費を削減しました。
　28年度廃止予定の平作プールについて
は、９月の営業閉鎖後廃止しました。

［29年度実施］
　28年度に平作プールを廃止したことによ
り、平成29年度の経費を削減しました。
　29年度廃止予定の田の浦プールについて
は、９月の営業閉鎖後廃止しました。

－ － 3,818,894 3,231,034 7,049,928

効果額計(円)

公園水泳プールの設置の見直し

公園水泳プールの設置の見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部 公園管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 30 事業名

調 整

実 施 検 討

実 施

検 討 検 討

実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

［26年度実施］
　平成25年度で京急久里浜駅前花壇への消
耗品の提供を終了し、経費を削減しまし
た。
　みんなでつくる花の道は71区画：941㎡に
削減し、委託料を削減しました。
　また、公共花壇４花壇草花植え付け業務
委託料について、三笠・大津公園花壇は指
定管理者業務へ移行、中央公園花壇は廃止
して植栽管理に変更、市役所前公園花壇は
全て市民ボランティアによる管理とし、削
減しました。
［27年度実施］
　26年度にみんなで作る花の道事業は廃止
し、久里浜花いっぱい事業に変更しまし
た。27年度は、花いっぱい事業として、委
託内容を変更（年２回のコスモス・ポピー
の種付けを花期の長いマリーゴールド１回
に縮小）して実施しました。

8,290,318 3,517,060 11,807,378

28年度 29年度 効果額計(円)

花壇の管理業務の見直し

番　号 31 事業名 花壇の一部見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部 公園管理課

項目および実施内容 26年度 27年度

　技能労務職員に貸与する被服について、
一部交換制を実施することにより、貸与数
を削減しました。

1,770,672 1,770,672

効果額計(円)

被服貸与の見直し

被服事業の見直し 達　成

事業推進部課 資源循環部 資源循環総務課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 32 事業名

［27年度実施］
　ごみ問題学習会（町内会等の団体を対象
とした本市のごみ処理施設見学会）のため
に使用する借上バスについて、市のマイク
ロバスを活用することにより、台数を見直
し、予算でバス１台分の経費を削減しまし
た。
　なお、実績については平成26年度２台、
平成27年度５台でした。

［29年度実施］
　ごみ問題学習会のために使用する借上バ
スの台数を見直し経費を削減しました。
　実績については平成28年度４台、平成29
年度１台でした。

－ 125,280 125,280

効果額計(円)

啓発方法の見直し

市民への啓発事業の見直し 達　成

事業推進部課 資源循環部 資源循環推進課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 33 事業名

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

43,470

番　号 35 事業名 長坂埋立地浄化センター管理事業の見直し 未　達　成

効果額計(円)

保守点検委託の廃止

資源循環日の出事務所維持管理事業の見直し 達　成

事業推進部課 資源循環部 資源循環施設課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

　資源循環日の出事務所の事務室および粗
大ごみ受付室に設置している２台の空調設
備は、汎用性が高く、修繕等での対応が可
能であるため、保守点検委託を廃止しまし
た。

43,470

番　号 34 事業名

△ 4,341,600

し尿等下水道投入施設維持管理事業の見直し 達　成

資源循環部 資源循環施設課

委託料の見直し

事業推進部課 資源循環部 資源循環施設課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 36 事業名

事業推進部課

　プラント設備の改修工事による一部自動
化により作業人工は軽減しましたが、一方
で労務単価が上昇したため、委託料は削減
できませんでした。

△ 4,341,600

36,000

番　号 37 事業名 公衆トイレ維持管理事業の見直し 未　達　成

委託料の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　汚泥清掃および運搬委託の回数を減らし
て委託料を削減しました。

36,000

△ 3,527,938

維持管理費の見直し

事業推進部課 資源循環部 資源循環施設課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度実施］
　公衆トイレの利用者は減少しているた
め、平成26年度から汐入駅前公衆トイレの
清掃回数等を見直し、委託料を削減しまし
た。
　また、武山山頂揚水ポンプ維持点検業務
委託（保守管理委託料）について、維持点
検回数を見直して委託料を削減しました。
［27年度実施］
　横須賀中央駅前公衆トイレの清掃回数を
減らしましたが、一方で清掃単価が上がっ
たため、委託料は削減できませんでした。

171,854 △ 3,699,792

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

リサイクル体験教室の見直し 概 ね 達 成

資源循環部 リサイクルプラザ

番　号 38 事業名

事業推進部課

165,892 △ 11,860 409,556

番　号 39 事業名 粗大ごみの処理に関する見直し 達　成

運営方法の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度実施］
　外部講師による体験教室及び夏休み子ど
もリサイクル体験教室について、各教室の
開催回数を見直し経費を削減しました。
［27、28年度実施］
　外部講師による裂き織り教室や壊れた傘
布買い物袋教室などについて、開催回数を
見直し経費を削減しました。

［29年度実施］
　計画どおり外部講師による教室を縮小し
経費の削減に努めましたが、講師人数の変
更等があったため、経費の削減に至りませ
んでした。

185,921 69,603

298,798

番　号 40 事業名 横須賀産業ビジョン推進委員会の開催回数の見直し 達　成

処理方法の見直し

事業推進部課 資源循環部 南処理工場

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　南処理工場で処理することのできない粗
大ごみの処理について、破砕不適物や金属
類粗大ごみの処理過程を見直し、経費を削
減しました。

298,798

－

開催回数の見直し

事業推進部課 経済部 経済企画課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　委員会の開催予定回数を見直し、年２回
から１回に予算額を削減しました。
　なお、開催実績は平成25年度が１回、平
成26年度は悪天候による中止により開催し
ませんでした。

－

実 施 実 施

実 施

実 施

実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

事業推進部課 土木部 土木総務課

222,081

番　号 43 事業名 土木総務課事務費等の見直し 達　成

番　号 41 事業名 市民農園管理運営事業の見直し 達　成

3,529,655 7,265,966

番　号 42 事業名 地産地消　味めぐり事業の見直し 達　成

運営の廃止

事業推進部課 経済部 農業水産課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度実施］
　更新時期に合わせ平成26年度末に吉井市
民農園を閉園しました。また、平成25年度
末に３農園（津久井、津久井第５、長坂第
３市民農園）を閉園したことにより、平成
26年度の経費を削減しました。
［27年度実施］
　更新時期に合わせ平成27年度末に４農園
（津久井第２、津久井第４、荻野及び阿部
倉第２市民農園）を閉園しました。これに
より、すべての市営市民農園が閉園しまし
た。また、平成26年度末に吉井市民農園を
閉園したことにより、平成27年度の経費を
削減しました。

（平成27年度末に４農園（津久井第２、津
久井第４、荻野及び阿部倉第２市民農園）
を閉園したことにより、平成28年度の経費
を削減しました。）

2,009,872 1,726,439

事業推進部課 経済部 農業水産課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

事務費等の見直し

　カラープリンタートナーの使用を必要最
小限に抑制し、購入費を削減しました。
　また、見積もり合わせ等により、自転車
等保管所建物の小破修繕料の削減に努めま
した。

187,894

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　料理教室が農協各支店単位で実施される
こととなったため、味めぐり事業を廃止し
ました。

222,081

開催内容の見直し

187,894

実 施 実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

－

29年度 効果額計(円)

番　号 45 事業名 交通計画課事務費等の見直し 達　成

事業推進部課 土木部 交通計画課

番　号 44 事業名 駐車場マップの見直し 達　成

駐車場マップの廃止

　インターネットやカーナビの普及によ
り、利用者自身による最新の情報入手が可
能となったため、平成25年度から「駐車場
マップ」を廃止し、印刷製本費を削減しま
した。（平成25年度からの効果額116,000
円）

－

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

　リサイクルトナーを使用するなど、使用
トナーの単価を見直し、経費を削減しまし
た。

21,692 21,692

事業推進部課 土木部 交通計画課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)項目および実施内容

事務費等の見直し

　課内の連絡を密にし、急ぎでない出張は
時間を変更するなど調整することにより、
公用車１台を廃止し、経費を削減しまし
た。

118,456 118,456

28年度 29年度 効果額計(円)

公用車の見直し

番　号 46 事業名 道路管理課の公用車の見直し 達　成

事業推進部課 土木部 道路管理課

項目および実施内容 26年度 27年度

　購入済みの消耗品を有効活用したり、在
庫の管理を徹底することにより、消耗品を
削減するなど事務費を削減しました。

487,130 487,130

28年度 29年度 効果額計(円)

事務費等の見直し

番　号 47 事業名 道路管理課事務費等の見直し 達　成

事業推進部課 土木部 道路管理課

項目および実施内容 26年度 27年度

実 施

実 施

実 施

廃 止
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

　明細地図および法令集追録の購入を見直
し、消耗品費を削減しました。

128,866 128,866

効果額計(円)

事務費等の見直し

道路建設課事務費等の見直し 達　成

事業推進部課 土木部 道路建設課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 48 事業名

　事務を見直し、印刷製本費、図書購入費
は削減しましたが、ハイランド1丁目で大規
模な災害が発生し、その現地調査や事務業
務が増え、燃料費、消耗品費が増加しまし
た。また、平成26年度から国が道路メンテ
ナンス会議を発足し、その出席のため旅費
が増えました。

△ 45,438 △ 45,438

効果額計(円)

事務費の見直し

道路補修課事務費の見直し 未　達　成

事業推進部課 土木部 道路補修課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 49 事業名

　業務の実施箇所・回数について絞り込み
を行い、道路維持管理事業費を削減しまし
た。

9,671,227 9,671,227

効果額計(円)

道路清掃委託業務の見直し

道路維持管理事業費の見直し 達　成

事業推進部課 土木部 道路維持課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 50 事業名

効果額計(円)

道路照明灯の見直し

道路照明灯電気料の削減に向けた見直し 達　成

事業推進部課 土木部 道路維持課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 51 事業名

2,450,370 1,914,840 10,426,878

［26年度～29年度実施］
　球切れによる取り替えおよび老朽化によ
る建て替えで省エネランプに交換し、電気
料を削減しました。
　26年度：288灯
　27年度：220灯
　28年度：183灯
　29年度：162灯

2,778,624 3,283,044

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

事務費等の見直し

事業推進部課 土木部 河川課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 52 事業名 公用車の運用方法を含む事務経費の見直し 達　成

事務費等の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

393,765

傾斜地保全課事務費等の見直し 達　成

土木部 傾斜地保全課

番　号 53 事業名

事業推進部課

［26年度実施］
　ボランティア活動用具やプリンタート
ナーの購入量の削減、及び事務用品、図書
購入等の削減により、経費を削減しまし
た。
　また、他課の公用車を利用することによ
り、公用車１台を廃止し、経費を削減しま
した。
（平成26年７月末で公用車を廃止したため
27年度も４か月分効果額あり）

305,342 88,423

運営方法等の見直し

事業推進部課 港湾部 港湾企画課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

183,952

番　号 54 事業名 横須賀うみかぜカーニバルの見直し 達　成

　リース契約期間満了に併せて２台のパソ
コンを廃止しました。また、新聞の購読を
見直し、消耗品費を削減しました。
（26年度途中に実施したため27年度も効果
額あり）

160,894 23,058

250,000 250,000 500,000

［28年度実施］
　会場設営の見直しや収入増の検討を行っ
た結果、神奈川県の「Feel SHONANプロモー
ションイベント事業」による協賛金を受け
ることが出来たので負担金を削減しまし
た。

［29年度実施］
　機器材運搬、器材整備費、SUPヨガ講習会
費、ガソリン・オイル代の経費を削減し、
負担金を削減しました。

実 施

実 施

実 施 実 施

－23－



第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

　業務の内容や実施方法を見直し、非常勤
職員２人を削減しました。

5,667,437

不明水対策業務の見直し

事業推進部課 消防局 総務課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

5,667,437

番　号 58 事業名 消防職員研修事業の見直し 達　成

研修事業の見直し

［26年度実施］
　技能講習や救急研修などの派遣人数を見
直し、経費を削減しました。
［28年度実施］
　海上防災訓練派遣職員を２人から１人と
し、派遣に伴う経費を削減しました。

1,506,674

負担金の見直し

事業推進部課 港湾部 港湾企画課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 55 事業名 港湾振興各種団体負担金の見直し 達　成

資産活用業務の見直し

事業推進部課 上下水道局 用地管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

－

番　号 56 事業名 資産活用業務の見直し 達　成

　平成25年度から横須賀運輸港湾振興会会
費及び海の月間行事負担金を見直し、負担
金を削減しました。（平成25年度からの効
果額70,000円）

－

事業推進部課 上下水道局 下水道管渠課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

2,847,685

番　号 57 事業名 不明水対策業務の見直し 達　成

　業務の内容や実施方法を見直し、非常勤
職員１人を削減しました。

2,847,685

222,172 1,728,846

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

　市販のキャプションケースを購入し利用
することで、所蔵品展の会場施工時に委託
していたキャプション製作を行わないこと
とし、経費を削減しました。

313,200

作品キャプション製作方法の見直し

　婦人会館の廃止により、運営管理費を削
減しました。

婦人会館の廃止

313,200

252,000

番　号 60 事業名 婦人会館の廃止 達　成

事業推進部課 消防局 警防課

番　号 62 事業名 就学支援事業の見直し 達　成

29年度 効果額計(円)

番　号 59 事業名 こども防災大学の見直し 達　成

教育プログラムの見直し

　市内防災施設の移動を伴わない教育プロ
グラムに変更し、３日間の大型バス使用料
を削減しました。

252,000

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

所蔵品展作品キャプション製作方法の見直し 達　成

事業推進部課 教育委員会 生涯学習課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

3,525,341 3,525,341

番　号 61 事業名

事業推進部課 教育委員会 美術館運営課

事業推進部課 教育委員会 支援教育課

支給額の見直し

　準要保護認定基準の一部の者（認定指数
1.3～1.5）について、支給額を見直し、学
用品費の単価を１／２にすることで、扶助
費を削減しました。
　一方で、高等学校奨学金については、認
定者の最上位（180番目の認定者）の指数
が、平成25年度では0.34となっており、就
学援助世帯の1.3～1.5の者よりもより困窮
していることから、対象者数を180人から
200人に引き上げ、補助金を拡充しました。

3,345,229

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

3,345,229

実 施

実 施

実 施

廃 止
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

　はつらつ体操教室を業務委託し、非常勤
職員を１人削減しました。

2,812,517

運営方法の見直し

2,812,517

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 64 事業名 市民スポーツ教室運営方法の見直し 達　成

事業推進部課 文化スポーツ観光部　スポーツ振興課

63 事業名 スクールバス運行管理事業の見直し 達　成

項目および実施内容

　スクールバスを補完するタクシーの運行
について必要台数を見直し、運行委託料
（２台→１台）を削減しました。併せて、
児童生徒（重度心身障害児）のスクールバ
スおよびタクシーの乗降を支援する介助員
の勤務体制を見直しました。

1,565,415 1,565,415

委託料等の見直し

番　号 66 事業名 神奈川県競輪組合貸付金の廃止 達　成

事業推進部課 教育委員会 支援教育課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号

事業推進部課 財政部 財政課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 65 事業名 包括外部監査委託料の見直し 達　成

事業推進部課 監査委員事務局 監査課

　包括外部監査人の変更に合わせ、契約金
額（上限額）を見直し、委託料を削減しま
した。

2,920,142 2,920,142

委託料の見直し

－

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　神奈川県競輪組合の解散に伴い、貸付金
を廃止しました。

－

貸付金の廃止

実 施

実 施

廃 止

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 67 事業名 観光事業の見直し 達　成

事業推進部課 文化スポーツ観光部　観光課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 68 事業名 こども政策アドバイザーの廃止 達　成

事業推進部課 政策推進部 プロジェクト推進課

観光事業の見直し
（27年度:１人、28年度:１人、29年度:１人）

［27年度～29年度実施］
　横須賀市観光協会の体制の強化とイベン
ト実施体制の見直しに伴い、横須賀市観光
協会への補助金を増額するとともに、市の
常勤職員を削減しました。
　27年度：１人
　28年度：１人
　29年度：１人

△ 57,000 5,160,885 5,271,164 10,375,049

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 69 事業名 公共用水域水質調査の見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部　環境管理課

こども政策アドバイザーの廃止

　事業を廃止し、専門委員報酬やその他、
当事業にかかる全ての経費を削減しまし
た。

1,143,490 1,143,490

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 70 事業名 産業振興事業の見直し 未　達　成

事業推進部課 経済部 経済企画課、企業誘致・工業振興課

調査頻度の見直し

［28年度、29年度実施］
　調査頻度を見直し、経費を削減しまし
た。

879,120 3,319,920 4,199,040

0 △ 5,049,461

産業振興事業の見直し（29年度：１人）

［28年度実施］
　産業振興事業の一部を公益財団法人横須
賀市産業振興財団に移管しました。

［29年度実施］
　移管後の事務は公益財団法人横須賀市産
業振興財団で継続実施していますが、引き
続き市職員の支援が必要となっている状況
のため、正規職員の見直しを実施できませ
んでした。

△ 5,049,461

実 施 実 施 実 施

廃 止

実 施 実 施

実 施 未 実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し
（１）事業の見直し

事業推進部課 福祉部　障害福祉課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 71 事業名 在宅重度障害者居室等整備促進資金融資制度の廃止 達　成

番　号 72 事業名 高齢者居室等整備促進資金融資制度の廃止 達　成

事業推進部課 福祉部　高齢福祉課

　新規の申請が見込めないため、平成28年
度限りで制度を廃止しました。

－ －

制度の廃止

　新規の申請が見込めないため、平成28年
度限りで制度を廃止しました。

－ －

制度の廃止

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

廃 止

廃 止
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第１章　　財政の健全化
１　事業の見直し

（２）情報化経費の適正化

（２）情報化経費の適正化

サーバ群の仮想化による機器更改経費の見直し 達　成

政策推進部　情報政策課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

2,241,580

効果額計(円)

機器更改経費の見直し

　サーバの更改にあたり、仮想化技術を採
用することにより平成26年９月からサーバ
台数の集約化を図り、経費を削減しまし
た。
（26年度途中に実施したため27年度も５か
月分効果額あり）

842,918 1,398,662

事業推進部課 政策推進部　情報政策課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

WAN回線サービスの変更による経費の見直し

9,578,542

番　号 ３ 事業名 情報資産最適化業務の見直し 達　成

　出先施設と本庁ネットワークをつなぐWAN
回線サービスについて、平成26年８月か
ら、より廉価な回線サービスに変更するこ
とにより経費を削減しました。
（26年度途中に実施したため27年度も４か
月分効果額あり）

6,093,540 3,485,002

事業推進部課 政策推進部　情報政策課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

8,888,100

情報資産最適化業務の見直し

　情報資産最適化業務の取り組みで得られ
たノウハウを整理し、平成26年７月から職
員による取り組みの範囲を拡大し、外部専
門家に係る経費を削減しました。
（26年度途中に実施したため27年度も３か
月分効果額あり）

6,666,075 2,222,025

番　号 ２ 事業名 WAN回線サービスの変更による経費の見直し 達　成

実 施

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し

（３）　補助金等の見直し

（３）補助金等の見直し

番　号 １ 事業名

事業推進部課

補助金等の見直し 達　成

財政部 財政課 関係課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)項目および実施内容

⑥犬の不妊手術料補助金の見直し
（保健所生活衛生課）

①同和団体活動補助金の見直し
（人権・男女共同参画課）

［26年度～28年度実施］
　事業所が障害者地域作業所等から法定施
設に移行したことにより、障害者総合支援
法による障害福祉サービスの費用（扶助
費）は増額しますが、市単独事業である補
助金が減額し、市の負担が減りました。

　移行事業所数　26年度：５
　　　　　　　　27年度：２
　　　　　　　　28年度：２

［29年度実施］
　法定施設へ移行した施設はありませんで
した。

28,290,976 16,863,635 17,985,424 － 63,140,035

②障害者地域作業所等の権利擁護を推進する
　ための法定施設への移行促進
（障害福祉課）

［26年度実施］
　同和３団体への補助金を段階的に削減し
ており、平成26年度は各団体10万円を減額
しました。
［27年度実施］
　同和団体への補助金を段階的に削減して
おり、27年度は１団体あたり110万円から
100万円に減額し、３団体分の経費を削減し
ました。

300,000 300,000 600,000

940,000

2,345,6002,345,600
　犬の不妊手術料補助金を廃止し、750頭分
の経費を削減しました。

　当該補助金に対する県補助金が廃止され
たことに伴い補助金の必要性を見直し、銭
湯の活性化が図られる新たな事業を展開す
るため、市単独補助も含め公衆浴場確保対
策費補助金を廃止しました。

940,000

⑤公衆浴場確保対策費補助金の見直し
（保健所生活衛生課）

　月額４万円支給していた雇用奨励金を月
額３万円に見直し、延2,570人分の報償費を
減額しました。

25,700,000 25,700,000

350,000 350,000

③雇用奨励金の見直し（障害福祉課）

④軽費老人ホーム事務費補助金における「特
　別運営費」の見直し
（高齢福祉課）

　平成25年度に県が廃止したことに併せ
て、軽費老人ホーム事務費補助金における
「特別運営費」の加算を廃止しました。

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施 該当なし

実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し

（３）　補助金等の見直し

⑩空き店舗出店奨励金の見直し
（商業振興課）

⑫地産地消活性化事業補助金（名産品・特産
　品づくり支援（農業））の見直し
（農業水産課）

⑬地産地消推進事業補助金（名産品・特産
　品づくり支援（水産））の見直し
（農業水産課）

　水産加工品の製造販売業に参入する生産
者の増など初期の目的が達成されたことか
ら、補助金を廃止しました。

300,000 300,000

　農産加工品の製造販売業に参入する生産
者の増など初期の目的を達成したことか
ら、補助金を廃止しました。

　地場農産物の多様化など初期の目的が達
成されたことから、不耕作地を活用した作
付け支援を除き、補助金を削減しました。

4,447,000 4,447,000

810,000 810,000

⑪地産地消活性化事業補助金（多品種作付け
　支援）の見直し（農業水産課）

　商店街空き店舗対策に係る取り組みを見
直し、空き店舖出店奨励金を廃止するとと
もに、商業振興補助事業審査委員会空き店
舗出店奨励金審査専門部会委員報酬を削減
しました。

11,552,000

164,000
　補助金の交付基準を見直し、上限額を設
定しました。

164,000

［26年度実施］
　浦郷学童クラブの浦郷小学校教室への移
転に伴い、家賃にかかる補助金を削減しま
した。
［27年度実施］
　荻野学童保育所いちごクラブの荻野小学
校教室への移転および長浦学童さくらクラ
ブの長浦小学校教室への移転に伴い、家賃
補助に係る経費を削減しました。
［28年度実施］
　学童保育グローバルの公郷小学校への移
転を行いましたが、社会福祉法人のため、
家賃補助の対象外であったことから、効果
額が発生しませんでした。

［29年度実施］
　学童保育所まぼりっ子クラブの馬堀小学
校教室への移転および浦賀学童ぽんぽん船
の高坂小学校教室への移転に伴い、家賃補
助に係る経費を削減しました。

697,000 2,520,000 － 2,058,000 5,275,000

　家庭用燃料電池システム（エネファー
ム）、よこすか太陽熱利用システム、HEMS
（家庭用エネルギー管理システム）の補助
を廃止しました。

4,557,000 4,557,000

11,552,000

⑨文化体育事業補助金の見直し
（経済企画課）

⑧環境整備機器設置費補助金等の見直し
（環境企画課）

項目および実施内容 26年度

⑦学童クラブの小学校教室への移転に伴う補
　助の見直し（教育・保育支援課）

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施

実 施
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第１章　財政の健全化
１　事業等の見直し

（３）　補助金等の見直し

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

⑰ホームヘルパー資質向上研修事業費補助金
　の廃止（高齢福祉課）

［26年度実施］
　平成25年度から公益財団法人学校給食会
における臨時職員の勤務体制を見直し、財
団に対する補助金を削減しました。（平成
25年度からの効果額729,465円）
［28年度実施］
　学校給食会正規職員の定年退職による欠
員を、再任用職員の任用により補充し、経
費を削減しました。

－ 4,067,000

［26年度実施］
　１台あたりの補助金額を150万円から140
万円に見直し、補助金の削減を行いまし
た。[削減単価10万円×６台＝60万円]
　ただし、平成25年度は国の１台あたりの
補助金が減額されたことに伴い[150万円→
約111万円]、国と同額に減額補正しまし
た。
　このため、平成26年度に見直した補助金
額は、平成25年度の補助金額より増額して
います。

［27年度～29年度実施］
　ノンステップバスの補助金額を段階的に
削減しました。

　27年度：１台あたり140万円から130万円
　　　　　に減額し、６台分の経費を削減
　28年度：１台あたり130万円から120万円
　　　　　に減額し、６台分の経費を削減
　29年度：１台あたり120万円から110万円
　　　　　に減額し、６台分の経費を削減

600,000 600,000 600,000 600,000 2,400,000

51,000
　補助金の必要性を見直し、補助金を廃止
しました。

51,000

計

［27年度実施］
　私立高等学校に対する補助金を段階的に
削減しており、27年度は１校あたり375万円
から250万円に減額し、４校分の経費を削減
しました。
［28年度実施］
　均等割の単価を１校当たり250万円から
125万円に減額し、補助金を削減しました。

［29年度実施］
  均等割の単価を１校当たり125万円から0
円に減額し(均等割廃止）、補助金を削減し
ました。

⑭乳用子牛預託育成奨励事業費補助金の見
　直し（農業水産課）

52,894,976 53,623,235 27,652,424 7,658,000

⑮ノンステップバス導入補助事業の見直し
（交通計画課）

141,828,635

4,067,000

　当初はホームヘルパーの定着及び資質向
上のために事業を実施していましたが、現
在は民間による研修もされ、基盤も整った
と判断し、補助を廃止しました。

130,000 130,000

⑱私立高等学校教材等購入費補助金の見直し
（支援教育課）

5,000,000 5,000,000 5,000,000 15,000,000

⑯学校給食会補助金の見直し（学校保健課）

項目および実施内容

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施

実 施

廃 止

実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
２　民間委託の推進

（１）　民間委託の推進

２　民間委託の推進　

（１）民間委託の推進

※本プラン中における常勤職員とは、正規職員および再任用職員を指します。

［26年度実施］
　平成26年10月から郵送による各種証明書
発行業務を外部委託し、非常勤職員10人を
削減しました。
［27年度実施］
　平成26年10月から郵送による各種証明書
発行業務を外部委託し、27年度は正規職員
１人を削減しました。

1,110,807 7,648,177

番　号 １ 事業名

事業推進部課

番　号 ３ 事業名

［26年度～29年度実施］
  火葬設備等運転業務の委託化について検
討し、調整を図りました。

－ －

効果額計(円)

郵送による各種証明書発行業務の見直し
（26年度：非常勤職員10人、27年度：常勤職
員１人）

郵送による各種証明書発行業務の見直し 達　成

市民部 窓口サービス課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 ２ 事業名 中央斎場運営管理体制の検討 達　成

事業推進部課 健康部 健康総務課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

中央斎場運営管理体制の検討

3,591,394

－ －

産業医業務の見直し 達　成

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

事業推進部課 総務部 人事課（研修・厚生担当）

産業医業務の見直し
（27年度：１人）

　産業医業務を外部委託と非常勤職員１人
体制とし、常勤職員１人を削減しました。

3,591,394

8,758,984

－

実 施

実 施

実 施

検 討 検 討 検 討検 討

－33－



第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化
（１）　計画的な財政運営

３　財政運営の健全化

（１）計画的な財政運営

財政基本計画の着実な実行 概 ね 達 成

財政部 財政課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

29年度 効果額計(円)

［26年度～29年度実施］
　財政基本計画に基づき、計画的な財政運営
を行いました。

①市債残高（全会計）
（目標数値 各年度決算で3,000億円未満）
　26年度：2,948億円　27年度：2,921億円
　28年度：2,868億円　29年度：2,835億円

②市税徴収率（特別土地保有税を除く）
・現年度調定分
（目標数値 各年度決算で98.7％以上）
　26年度：98.8％　27年度：98.9％
　28年度：99.0％　29年度：99.1％

・滞納繰越分
（目標数値 各年度決算で23.9％以上）
　26年度：25.3％　27年度：23.9％
　28年度：27.4％　29年度：27.8％

③未利用地の売却（大規模未利用地を対象）
（目標数値 平成29年度決算までに
　20億円以上）
　26年度： 5.7億円　27年度：14.0億円
　28年度：21.7億円　29年度：26.7億円

④財政調整基金等残高（26年度～28年度は未
利用地売却収入を除く。）
　26年度：113.5億円（目標数値　118億円）
　27年度：122.4億円（目標数値　 97億円）
　28年度： 92.8億円（目標数値　 82億円）
　29年度：112.6億円（目標数値  90億円以
上）

⑤土地開発基金の廃止
　29年度：4.6億円
　（目標数値 平成29年度決算までに財政
　　調整基金等へ５億円積立）
  基金所管の土地を29年度中に売却する予定
でしたが、売却を30年度に行うこととしたた
め、目標額に達しませんでした。

－ － － － －

②次期財政基本計画の策定

①財政基本計画の着実な実行

0

　本市の財政状況と今後の財政収支見通しを
踏まえた平成30年度から平成33年度を計画期
間とする第３次財政基本計画を策定しまし
た。

－ －

計 0 0 0 0

実 行 実 行 実 行 実 行

策 定
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（２）　歳入の確保

（２）歳入の確保

43,926,800 0

②火葬場使用料・待合室使用料の受益者負担
　の検討（健康総務課）

番　号 １ 事業名

事業推進部課 財政部 財政課 関係課

受益者負担の適正化 達　成

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

③犬または猫の引取手数料などの見直し
（保健所生活衛生課）

－

［26年度～29年度実施］
　コミュニティセンターの一部経費に対する
受益者負担については、利用者に負担を強い
るものであるため、他都市の状況を調査しな
がらその内容について時間をかけて検討して
います。

　受益者負担の適正化の観点から引取手数料
などを改定しました。
　[効果額の積算 （改定後単価－改定前単
価）×平成26年度取扱件数]
　ただし、平成26年度は平成25年度に比べ取
扱い件数が減少したため、歳入額が減少して
います。

99,840 99,840

29年度 効果額計(円)

計 99,840

－ － －

－ － － －

事業推進部課 財政部 財政課

0 44,026,640

番　号 ２ 事業名 広告事業の推進 達　成

広告事業の推進

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

［26年度～29年度実施］
　新たな収入源を検討するとともに、継続的
に広告募集を行いました。

【参考】
　26年度広告収入　：15,075,698円
　27年度広告収入　：20,802,885円
　28年度広告収入等：15,990,458円
　29年度広告収入等：22,223,061円
　※継続実施のため効果額に計上せず

－ －

①コミュニティセンターの一部経費に対する
　受益者負担の検討
（地域コミュニティ支援課）

［26年度、27年度実施］
　火葬場使用料および遺体保管庫使用料を改
定するため、火葬場条例を改正し、平成27年
４月１日から施行しました。

－ 43,926,800 43,926,800

検 討

実 施 実 施

実 施

検 討

検 討 検 討

実 施

実 施 実 施

検 討
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未利用地や貸付地その他普通財産の処分

番　号 ４ 事業名 市税納付推進センター業務の拡充 達　成

事業推進部課 税務部 納税課

［26年度～29年度実施］
　利用計画のない市有財産（土地）につい
て、売払いを行いました。
　26年度：土地25件　 7,693.77㎡
　27年度：土地35件　 8,693.22㎡
　28年度：土地34件　22,208.22㎡
　29年度：土地23件　 3,583.08㎡

590,513,900 908,595,911 869,883,762 558,293,099 2,927,286,672

事業推進部課 財政部 財産管理課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 ３ 事業名 利用計画のない市有財産の処分 達　成

項目および実施内容

　平成26年10月から新たに訪問業務を開始
し、現年度に未納がある早期滞納者、督促状
に反応のない者および電話番号不明者を中心
に訪問し、面接による対面の催告と、不在時
に連絡票を投函する文書催告を行いました。
（26年度途中に実施したため27年度も６か月
分効果額あり）

39,968,100 26,200,350 66,168,450

28年度 29年度 効果額計(円)

市税納付推進センター業務の拡充
（訪問業務の委託）

項目および実施内容 26年度 27年度

実 施実 施

実 施 実 施 実 施 実 施
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28年度 29年度

－ －

効果額計(円)

番　号 ５ 事業名 市税等の未収金額の圧縮 達　成

事業推進部課 税務部 納税課 関係課（債権所管の18課）

［26年度実施］
　納税課債権回収担当において、国民健康保
険料、介護保険料および保育料の高額困難案
件について債権移管を受け、272件の滞納処
分を実施し、移管債権を回収しました。
　また、こども青少年給付課や支援教育課へ
支払督促の指導を行い、私債権の回収を図り
ました。

［27年度～29年度実施］
  納税課債権回収担当において、国民健康保
険料、介護保険料および保育料の高額困難案
件について債権移管を受け、滞納処分を実施
し、重複する市税の滞納分と併せて未収債権
の回収を進めました。

滞納処分の件数
　26年度：272件
　27年度：203件
　28年度：268件
　29年度：233件

【参考】収納額
　26年度：133,854,474円
　27年度：105,915,340円
　28年度：107,493,278円
　29年度：113,752,320円
　※継続実施のため効果額に計上せず

－ － －

項目および実施内容

①未収債権に対する効率的・効果的な対策の
　実施

26年度 27年度

計 0 0 0 0 0

②弁護士相談の実施や研修等による回収体制
　の強化

［26年度～29年度実施］
　専門弁護士による法律相談を実施し、訴訟
手続きや支払督促による回収を強化しまし
た。
　各債権所管課の管理者および担当者を対象
とした滞納対策研修会を開催し、職員のスキ
ルアップに寄与しました。

・法律相談
　26年度：延べ28課42件の面接相談と
　　　　　16課21件のメール相談依頼
　27年度：延べ18課19件の面接相談と
　　　　　12課15件のメール相談依頼
　28年度：延べ23課28件の面接相談と
　　　　　５課５件のメール相談依頼
　29年度：延べ18課19件の面接相談と
　　　　　３課３件のメール相談依頼

・研修会
　26年度：８回開催し、延べ169人の参加
　27年度：10回開催し、延べ207人の参加
　28年度：10回開催し、延べ200人の参加
　29年度：９回開催し、延べ183人の参加

－ － － － －

実 施 実 施 実 施実 施

実 施 実 施 実 施実 施
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　市が負担している施設の維持に要する経費
の一部を指定管理者に負担してもらうため、
指定管理者募集要項の内容を見直し、市への
納付金を創設しました。

1,455,000 1,455,000

指定管理者募集要項の内容見直し

　固定資産評価基準に定める画地計算法に基
づき、併用住宅地区の2,298筆について、側
方・二方路線影響加算法を適用しました。
（30年度に普通住宅地区において実施）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 ６ 事業名 特別徴収の推進に向けた取り組み 達　成

事業推進部課 税務部 市民税課

10,524,000 1,559,000 17,676,950

番　号 ７ 事業名 固定資産税（土地）の側方・二方路線加算 達　成

特別徴収の推進に向けた取り組みの実施

［27年度実施］
　28年度から原則特別徴収とするべく、勧奨
文書を作成し、特別徴収関係書類に同封して
送付しました。
　県内市町村統一基準での運用開始により、
当初の想定より早く調定額が増加しました。

［28年度、29年度実施］
　特別徴収制度の周知文を作成し、特別徴収
関係書類に同封して送付しました。

5,593,950

事業推進部課 税務部 資産税課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

38,712,507

番　号 ８ 事業名 老人デイサービスセンター指定管理者募集要項の内容見直し 達　成

固定資産税（土地）の側方・二方路線加算

38,712,507

事業推進部課 福祉部 高齢福祉課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

実 施

実 施実 施

実 施

実 施 実 施
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事業推進部課 上下水道局 用地管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

番　号 ９ 事業名 未利用地等の活用 達　成

29年度 効果額計(円)

番　号 10 事業名 学校敷地内における教職員駐車場所の有料化 達　成

事業推進部課
教育委員会　教育政策課、
学校管理課

［26年度実施］
　半原水源系統の未利用地の売却を予定して
いましたが、売却予定者から購入延期の申し
出があり、売却を延期しました。
［27年度実施］
　未利用地について、８件932.27㎡を売却し
ました。小川町車庫について、その一部
（145㎡）を民間へ貸付けました。
［28年度実施］
　未利用地７件（1,313.81㎡）を売却しまし
た。小川町車庫について、その一部（145
㎡）の民間への貸付を継続して実施しまし
た。

［29年度実績］
　未利用地７件（534.92㎡）を売却しまし
た。

－ 22,472,577 15,028,965 11,097,900 48,599,442

未利用地等の活用

［26年度実施］
　教職員等通勤車両の駐車許可について検討
を行い、平成27年４月から教職員駐車場所を
有料化することとしました。
［27年度実施］
　教職員駐車場所の有料化を実施しました。
（許可台数合計1,613台　 内訳　自動車
1,421台・二輪車192台）

－ 49,870,981 49,870,981

教職員駐車場所の有料化

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

実 施中 止 実 施

実 施検 討

実 施
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（３）　施設の管理運営の見直し

（３）施設の管理運営の見直し

番　号 １ 事業名

事業推進部課

芸術劇場・文化会館等の管理運営体制の見直し 達　成

文化スポーツ観光部 文化振興課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　平成26年４月から承認料金制を導入し、
指定管理者からの提案に基づき承認料金制
を活用した取り組みについて協議を行いま
した。

－ －

芸術劇場管理事業の見直し 達　成

事業推進部課 文化スポーツ観光部 文化振興課

番　号 ２ 事業名

①横須賀芸術劇場への承認料金制の導入

－

計 0 0 0 0 0

②文化会館およびはまゆう会館への承認料金
　制の導入

　平成26年４月から承認料金制を導入し、
指定管理者からの提案に基づき承認料金制
を活用した取り組みについて協議を行いま
した。

－

20,954,285

効果額計(円)

横須賀芸術劇場管理事業の見直し

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

　指定管理者を公募により決定し、指定管
理料を削減しました。

20,954,285

公共施設の総合的・効率的な管理・活用 達　成

事業推進部課 財政部 ＦＭ推進課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 ３ 事業名

［26年度実施］
　今後必要となる多額の施設更新費用の負
担軽減等を図るための基本的な方針などを
明らかにし、施設の適正な配置を実現する
ための将来構想として、施設配置適正化計
画を策定しました。
［27年度、28年度実施］
　「施設配置適正化計画」の推進に向け、
施設分野別実施計画の策定を進めました。

［29年度実施］
　平成29年９月に「施設配置適正化計画」
を凍結し、まちづくりの視点から施設のあ
り方を考えるため、新たな計画を策定する
ことに方針が変更となりました。

－ － － － －

効果額計(円)

公共施設の総合的・効率的な管理・活用

導 入

導 入

実 施実 施

検 討 実 施 実 施 実 施
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（３）　施設の管理運営の見直し

事業推進部課 教育委員会 美術館運営課

美術館管理運営体制の検討

［26年度～28年度実施］
　美術館運営改革プロジェクトチームで検
討を進めました。

［29年度実施］
　美術館運営改革プロジェクトチームの検
討を踏まえ内部検討を行いました。

－ － － － －

効果額計(円)

指定管理料の見直し

長井海の手公園の管理運営の見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部 公園管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 ４ 事業名

231,002,502

美術館の管理運営体制の検討 達　成

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　ＰＦＩ法に基づく特定事業契約の期間の
終了に伴い、新たな指定管理者の選考にあ
たって、利益が管理経費等に適切に還元さ
れる仕組みを導入する等指定管理方法を検
討し、公募による選考を行った結果、指定
管理料が１億5,300万円の減額になりまし
た。さらに、管理施設使用料として、毎年
7,700万円の歳入増となります。

231,002,502

番　号 ５ 事業名

実 施

検 討 検 討 検 討 検 討
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（３）　施設の管理運営の見直し

公立保育園再編実施計画の推進

［27年度実施］
　（仮称）中央こども園については、国か
ら建設予定地を購入する予定でしたが価格
が折り合わず、購入に至りませんでした。
　（仮称）北こども園および南こども園に
ついては、建設予定地の検討を行いまし
た。
［28年度実施］
　（仮称）中央こども園について、国有地
を定期借地する予定でしたが、用地確保に
至りませんでした。
　（仮称）北こども園および南こども園に
ついては、建設予定地の検討を行いまし
た。

［29年度実施］
　（仮称）中央こども園について、ポート
マーケット駐車場を利用して整備すること
に決定しました。また、開園を平成34年4月
としました。
　（仮称）北こども園および南こども園に
ついては、建設予定地の検討を行いまし
た。

－ － － －

達　成

事業推進部課 こども育成部 保育運営課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

①公立保育園統合による幼保連携型認定こど
　も園の整備

番　号 ６ 事業名

［27年度実施］
　船越保育園および逸見保育園の保護者と
移管法人の公募条件について、意見交換を
行いました。
［28年度実施］
　船越保育園および逸見保育園の公募条件
について、利用者の不利益にならないよう
検討を行いました。

［29年度実施］
　逸見保育園を先行して平成32年4月から民
営化することとしました。また民営化に向
けて、逸見地区連合町内会に対して説明を
行いました。

－ － － －

②公立保育園の民営化

計 0 0 0 0 0

実 施

検 討

実 施 実 施

検 討 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（３）　施設の管理運営の見直し

番　号 ７ 事業名 市営住宅ストック総合活用計画の推進 達　成

事業推進部課 都市部 市営住宅課

①浦郷改良アパートの廃止

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

②温泉谷戸住宅の廃止

［27年度実施］
　26世帯の方に移転していただき、全ての
方の移転が完了しました。
　【参考】H26 40世帯移転
　　　　　H27 26世帯移転
［28年度実施］
　計画を前倒しし、住宅を廃止しました。

－ － －

③田浦月見台住宅の廃止

［27年度実施］
　12世帯の方に移転していただきました。
(H28.３.31 現在入居者　４世帯)
［28年度実施］
　４世帯の方に移転していただき、全ての
方の移転が完了しました。
　【参考】H26 ９世帯移転
　　　　　H27 12世帯移転
　　　　　H28 ４世帯移転

［29年度実施］
　住宅を廃止しました。

－ － － －

計 0 0 0 0 0

［28年度実施］
　住宅廃止についての入居者説明会、住宅
見学会等を実施し、24世帯の方に移転して
いただきました。(H29.3.31 現在入居者25
世帯)

［29年度実施］
　13世帯の方に移転等していただきまし
た。(H30.3.31 現在入居者12世帯)

－ － －

実 施 前倒し廃止

実 施 廃 止実 施

実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（４）　事業会計の健全な運営

（４）事業会計の健全な運営

病院事業会計の健全な運営 達　成

健康部 地域医療推進課（市立病院担当）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

事務事業の見直しなどによる事業資金の確保

番　号 ２ 事業名 水道事業会計の健全な運営

［26年度～29年度実施］
　うわまち病院の経営が順調で内部留保資
金が十分なため、医療機器購入に係る一般
会計出資金を削減しました。

15,000,000 15,000,000

番　号 １ 事業名

事業推進部課

29年度 効果額計(円)

①市民病院に係る運営交付金の見直し

②うわまち病院に係る一般会計出資金の見直
　し

　指定管理者制度移行時に計画した政策的
補てんである運営交付金について見直しを
行いました。

［26年度実施］
　運営交付金は計画では445,586千円でした
が、指定管理者が経常利益を計上したこと
で、運営交付金の交付が必要なくなりまし
た。
［27年度実施］
　運営交付金は計画では408,448千円でした
が、決算では12,091千円を交付することに
なりました。
［28年度実施］
　運営交付金は計画では371,085,000円でし
たが、決算では、23,949,122円を交付する
ことになりました。指定管理者と協議し、
平成29年度に交付することとしたため、平
成28年度中に運営交付金の交付はしません
でした。

［29年度実施］
　運営交付金は計画では333,498千円でした
が、指定管理者が経常利益を計上したこと
で、運営交付金の交付が必要なくなりまし
た。

445,586,000 396,357,000 347,135,878 333,498,000 1,522,576,878

29,888,000 44,850,000 104,738,000

計 460,586,000 411,357,000 377,023,878 378,348,000 1,627,314,878

達　成

事業推進部課 上下水道局 経営料金課、経理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度～29年度実施］
　維持管理・更新に係る経費の低減に努め
た結果、水道事業・下水道事業マスタープ
ラン（2011～2021）の第２期実行計画にお
ける財政収支見通しを上回る事業資金を確
保することができました。

　26年度：（計画）52億  800万円
　　　　　　→（実績）75億9,900万円
　27年度：（計画）51億1,700万円
　　　　　　→（実績）88億2,300万円
　28年度：（計画）38億8,500万円
　　　　　　→（実績）95億1,600万円
　29年度：（計画）28億3,100万円
　　　　　　→（実績）93億6,400万円

－ － － － －

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（４）　事業会計の健全な運営

項目および実施内容

番　号 ３ 事業名 下水道事業会計の健全な運営 達　成

事業推進部課 上下水道局 経営料金課、経理課 財政部 財政課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

①事務事業の見直しなどによる事業資金の確保

②基準外繰入の見直し

［26年度～29年度実施］
　維持管理・更新に係る経費の低減に努め
た結果、水道事業・下水道事業マスタープ
ラン（2011～2021）の第２期実行計画にお
ける財政収支見通しを上回る事業資金を確
保することができました。

26年度：（計画）5,300万円
　　　　　→（実績）９億4,600万円
27年度：（計画）１億9,400万円
　　　　　→（実績）15億7,800万円
28年度：（計画）9,500万円
　　　　　→（実績）21億8,900万円
29年度：（計画）300万円
　　　　　→（実績）23億2,500万円

－ － － － －

計 0 0 0 0 0

［26年度～28年度実施］
　平成26年10月からの下水道使用料改定に
合わせ、一般会計から下水道事業会計に対
する基準外繰出金のうち汚水処理施設建設
の際に発行した企業債の元利償還金の繰出
比率を見直しました。

　26年度：31％から30％に見直し
　27年度：30％から26％に見直し
　28年度：27年度の見直しを継続

［29年度実施］
　平成27年度の見直しを継続しました。
　また、さらなる見直しについて検討を行
い、平成30年度からの繰出比率を22％とす
るなどの見直し実施を決定しました。

－ － － － －

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（５）　特別会計の健全な運営

（５）特別会計の健全な運営

①高齢者保健福祉計画（介護保険事業計画を
　含む）の推進

［26年度～29年度実施］
　第５期（24年度～26年度）および第６期
（27年度～29年度）高齢者保健福祉計画
（介護保険事業計画を含む）に基づき、適
正な事業運営を行いました。

　28年度：次期計画策定資料とするため
　　　　　に、高齢者向けアンケート調
　　　　　査と介護従事者アンケート調
　　　　　査を実施しました。
　29年度：新たに平成30年度～32年度を
　　　　　期間とする第７期計画を策定
　　　　　しました。

－ － － － －

②介護予防に資する取り組みの強化

－ －

計 0 0 0 0 0

［26年度実施］
　認知症予防教室は実施回数を拡充し、参
加者も大幅に増加しました。
（平成25年度　31回実施、延740人参加→平
成26年度　101回実施、延1,377人参加）
［27年度実施］
　認知症予防教室は、旅行考案コースを加
え３種類の多様なコース構成に改編し実施
しました。
　基礎身体能力向上事業は「高齢者運動機
能向上教室」「高齢者栄養改善教室」「高
齢者口腔機能向上教室」の３事業を実施し
ました。
　また、地域づくりに重点を置き、地域型
介護予防教室の開催回数を増加しました。
［28年度実施］
　平成28年度は、従来７コースとして開催
していた認知症予防教室を５コースとし、
新たにやわらか脳教室（コグニサイズ）２
コース分を開催しました。

［29年度実施］
　地域で介護予防の取り組みを支援する介
護予防サポーターの養成講座を地域包括支
援センターに委託し、地域に密着した講座
として行いました。（６回148人）
　また既存の教室の開催数を見直し、住民
主体で介護予防活動を行う新たなグループ
の支援を行いました。（13回）

－ － －

特別会計「介護保険費」の健全な運営 達　成

福祉部 介護保険課、高齢福祉課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

効果額計(円)

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（５）　特別会計の健全な運営

［26年度実施］
・平成26年５月からペイジ－口座振替受付
サービスを導入
・地方単独事業波及増分の廃止を国へ要望
・保健事業の充実・強化に関する取り組み
による国調整交付金の特別事情分の更なる
増額
・県普通調整交付金の財政調整の実施につ
いて、県市長会および県議会議員団へ要望
［27年度、28年度実施］
・保健事業の充実・強化に関する取り組み
による国保ヘルスアップ事業制度（国調整
交付金）の活用
・平成27年８月から市税納付推進センター
への電話による納付案内（月約200件程度）

［29年度実施］
・国保ヘルスアップ事業制度や保険者努力
支援制度（国調整交付金）の活用・増額
・市税納付推進センターでの電話による納
付案内（月約150件程度）

－

達　成

事業推進部課 福祉部 健康保険課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

２ 事業名 特別会計「国民健康保険費」の健全な運営

29年度 効果額計(円)

番　号

②歳入確保対策

①保健事業の強化対策

［26年度実施］
・平成26年４月から保健事業実施体制を整
備しました。
・特定健康診査・レセプトデータ等を活用
した保健指導を実施しました。
［27年度実施］
・データヘルス計画（平成27年３月策定）
に基づいた保健事業を展開しました。
・生活習慣病の重症化予防に向けた取り組
み（通知・電話・訪問による受療勧奨等）
を実施しました。
・人間ドック費用助成制度を実施しまし
た。
・ジェネリック医薬品の普及率向上への取
り組み（差額通知の発送等）を実施しまし
た。
［28年度実施］
・過去の受診動向等でセグメント分けした
特定健康診査受診勧奨通知を送付しまし
た。
・月次の健診結果相談会を実施しました。
　
［29年度実施］
・かかりつけ医と連携した糖尿病性腎症重
症化予防事業を実施しました。
・39歳になる被保険者を対象に郵送簡易検
査を実施しました。

－ － － － －

－ －

計 0 0 0 0 0

－ －

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（５）　特別会計の健全な運営

事業推進部課 こども育成部 こども青少年給付課

番　号 ３ 事業名 特別会計「母子父子寡婦福祉資金貸付事業費」の健全な運営 達　成

［26年度～29年度実施］
・支払督促申立
　　26年度：４件（うち１件は強制執行）
　　27年度：５件
　　28年度：１件
　　29年度：５件

・不納欠損処理
　　26年度：１件
　　27年度：１件
　　28年度：38件

－ － － －

②借受人に対するライフプランの提案

－

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

①滞納整理の実施

項目および実施内容

［26年度実施］
　貸付相談時の家計収支（見込み）表を、
借受人が家計の流れを一見して理解しやす
い様式に見直し、より詳細な借受の提案を
行いました。また、生計を維持し生活を支
えるための就業支援を強化し、就労希望者
と登録事業者とのマッチングを図るひとり
親サポーター制度を開始しました。

［27年度～29年度実施］
　貸付相談時に家計収支（見込み）表によ
る無理のない必要最低限の借受を提案しま
した。また、就労相談事業やひとり親サ
ポーター制度による登録事業者とのマッチ
ング等、生計を維持し生活を支えるための
就業支援を実施しました。

29年度には、ひとり親家庭の家計の実態と
必要な支援について、母子・父子自立支援
員の見識を広げるため、他の自治体でひと
り親支援事業を行っているＮＰＯ法人と情
報交換会を実施しました。

－ － － － ー

③口座振替の奨励・推進

［26年度実施］
　新規貸付決定通知送付時の口座振替案内
等で、口座振替の周知を図りました。併せ
て、新たに導入されたペイジー口座振替受
付サービスの周知を図りました。

［27年度～29年度実施］
　新規貸付決定通知送付時の口座振替案内
等で、口座振替及びペイジー口座振替受付
サービスの周知を図りました

－ － － － －

実 施

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
３　財政運営の健全化

（５）　特別会計の健全な運営

27年度 28年度

－ － －

④その他新たな手法の導入

項目および実施内容 26年度

４ 事業名

29年度 効果額計(円)

事業推進部課 環境政策部 公園建設課

計 0 0 0 0 0

［26年度実施］
　年数が経過した滞納債権の処理方法等新
たな手法の導入に関する検討や情報収集に
着手しました。住所不明者の住民票等の公
用請求をし、住所が判明した人に対して折
衝を進めました。

［27年度～29年度実施］
　年数が経過した滞納債権の処理方法等新
たな手法の導入に関する検討および情報収
集を進めました。

特別会計「公園墓地事業費」の健全な運営 達　成

－ －

［26年度～29年度実施］
・口座振替を推進しました。
　　26年度：50件増加
　　27年度：34件増加

・管理料未納者に対し、職員による戸別訪
問催告を休日および平日に実施しました。
また、支払督促に替わり夜間電話催告を実
施しました。

【戸別訪問催告】
　　26年度：年13回（25年度は年５回）
　　27年度：年15回
　　28年度：年15回
　　29年度：年15回

【夜間電話催告】
　　26年度：３日間
　　27年度：２日間
　　28年度：２日間
　　29年度：２日間

－ － － － －

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

管理料滞納対策の実施

項目および実施内容

番　号

調 整

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施
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第１章　財政の健全化
４　外郭団体の健全な運営

（１）　外郭団体の健全な運営

４　外郭団体の健全な運営

（１）外郭団体の健全な運営

外郭団体の健全な運営 達　成

財政部　財政課（行財政改革担当） 関係課

項目および実施内容 26年度 27年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

［26年度～29年度実施］
　各団体の経営状況を取りまとめた「外郭
団体の状況」を作成し、ホームページ等で
公表しました。

－ － － －

①外郭団体の健全な運営に向けた取り組み
（財政課（行財政改革担当））

－

28年度 29年度 効果額計(円)

－

②土地開発公社の経営健全化への取り組み
（財産管理課）

［26年度実施］
　平成25年度に国庫補助金を確保するため
土地開発公社を活用し、先行取得した「若
松日の出線道路改良事業用地」について、
平成26年度に一部を買い戻しました。売却
予定のない土地については一時貸付けを行
い、収益を得ることで保有土地を活用しま
した。また、その状況を市議会に報告し、
併せて市民にもお知らせしました。
［27年度実施］
　「若松日の出線道路改良事業用地」の残
りの土地を買戻しました。買戻しの状況に
ついては、市議会に報告し、併せて市民に
もお知らせしました。また、売却予定のな
い土地については一時貸付けを行い、収益
を得ることで保有土地を活用しました。
［28年度実施］
　保有土地（市に売却予定の土地を除
く。）については貸し付けを行い、収益を
得ています。また、取り組み状況は市議会
に報告し、併せて市民にもお知らせしまし
た。

［29年度実施］
　平成28年度に取得した「市内環状線街路
改良事業用地」を買戻したほか、平成16年
度に先行取得した佐原地区文教施設用地の
一部を「佐原地区公園用地」として買戻し
ました。その状況は、市議会に報告し、併
せて市民にもお知らせしました。
　また、保有土地（市に売却予定の土地を
除く。）については貸し付けを行い、収益
を得ています。

－ － － －

③（公財）横須賀市産業振興財団の機能強化
に
　向けた取り組み
（経済企画課、企業誘致・工業振興課）

－

計 0 0 0 0 0

　産業振興事業の一部を（公財）横須賀市
産業振興財団に移管しました。

－

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施

－50－



第２章　組織・人事の見直し
１　組織の見直し

（１）　組織の見直し

第２章　組織・人事の見直し

１　組織の見直し

（１）組織の見直し

基本姿勢２
時代の要請に応じた適正な組織編成・人員配置を行うとともに、職員の意欲・能力の
向上に努めます。

－

事業推進部課

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

　効率的で機能的な組織体制とするため、
見直しを行いました。
　　25年度　22部・119課
　　26年度　22部・123課
　　27年度　22部・124課
　　28年度　22部・124課
　　29年度　22部・125課

内訳
［26年度実施］
○課の新設　＋12課　地域コミュニティ支
援課、こども育成総務課、保育運営課、教
育・保育支援課、こども施設指導監査課、
自然環境共生課、経営計画課、財務課、料
金課、修理保全課、水道施設課、浄水課
○課の廃止　△８課　こども青少年企画
課、保育課、経営企画課、経理料金課、資
産活用課、技術推進課、水運用課、水道管
路維持課

［27年度実施］
○課の新設　＋３課　商工・市街地振興
課、企業誘致推進課、観光企画課
○課の廃止　△２課　商業観光課、企業誘
致・工業振興課
　
［28年度実施］
　経済部「商工・市街地振興課」の工業振
興担当を「企業誘致推進課」に移管するこ
とにより「商業・市街地振興課」と「企業
誘致・工業振興課」に再編しました。

［29年度実施］
○課の新設　＋３課　スポーツ振興課、三
浦消防署、保健体育課
○課の廃止　△２課　学校保健課、スポー
ツ課

－ － － －

番　号 １ 事業名 組織の見直し 達　成

総務部 行政管理課

項目および実施内容 26年度

組織の見直し 実 施 実 施 実 施 実 施

－51－



第２章　組織・人事の見直し
１　組織の見直し

（１）　組織の見直し

小学校の統廃合に伴う小学校ふれあい相談員の削減 達　成

教育委員会 支援教育課

効果額計(円)

番　号 ２ 事業名

事業推進部課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

704,750

小学校ふれあい相談員の削減

　池上小学校は、平作小学校との統合に係
る経過措置として、小学校ふれあい相談員
を２人配置していましたが、経過措置が終
了したため２人から１人に削減しました。

704,750

実 施実 施
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（２）　柔軟で機動的な組織運営

（２）柔軟で機動的な組織運営

柔軟で機動的な事務執行体制の整備 達　成

総務部 行政管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

効果額計(円)

柔軟で機動的な事務執行体制の整備

－ － － －

　諸課題に的確かつ迅速に対応するため、
以下のとおり執行体制の整備を行いまし
た。
　　25年度　担当部長１人・担当課長14人
　　26年度　担当部長２人・担当課長14人
　　27年度　担当部長３人・担当課長16人
　　28年度　担当部長３人・担当課長19人
　　29年度　担当部長４人・担当課長22人

内訳
［26年度実施］
○担当部長の新設　＋１人
政策推進部渉外担当部長
○担当課長の新設　＋６人
政策推進部政策・自治基本条例担当課長、
都市イメージ創造発信担当課長、福祉部自
立支援担当課長、保健担当課長、港湾部ふ
頭管理担当課長、上下水道局経営部施設計
画担当課長
○担当課長の廃止　△６人
政策推進部自治基本条例担当課長、政策担
当課長、市民部市民協働推進担当課長、環
境政策部自然環境担当課長、上下水道局技
術部水道事業調整担当課長、教育委員会事
務局教育総務部学芸担当課長

［27年度実施］
○担当部長の新設　＋１人
経済部観光担当部長
○担当課長の新設　＋３人
財政部施設配置適正化担当課長、健康部市
立病院担当課長、生涯現役推進担当課長
○担当課長の廃止　△１人
経済部中心市街地活性化担当課長

［28年度実施］
○担当課長の新設　＋３人
経済部創業支援担当課長、都市部住まい活
用促進担当課長、上下水道局技術部下水道
施設更新担当課長

［29年度実施］
○担当部長の新設　＋１人
政策推進部文化スポーツ担当部長
○担当課長の新設　＋３人
政策推進部横須賀市東京事務所・旧軍港市
振興協議会担当課長、総務部中核市市長会
担当課長、教育委員会事務局学校教育部学
校給食担当課長

実 施 実 施 実 施 実 施
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（３）　審議会等見直し

（３）審議会等の見直し

審議会等の見直し 達　成

総務部 行政管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

効果額計(円)

審議会等の見直しと適正な運営の確保

［26年度～29年度実施］
　平成26年度に「審議会等の設置及び運営
に関する要綱」を改正し、附属機関に準ず
る機関の名称を「懇話会等」に改めたほ
か、公開会議の議事録および会議資料の
ホームページ掲載を義務化するなど見直し
を行いました。
 また、審議会等の現状調査を実施し、課題
事項等を取りまとめ、担当課に対し議事録
の公表、女性委員登用の推進等について助
言指導を行いました。

　審議会数
　　平成26年度　110機関
　　平成27年度　113機関
　　平成28年度　113機関
　　平成29年度　121機関

－ － － －

実 施 実 施 実 施 実 施
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（１）　職員数の適正化

２　職員数の適正化と多様な人材の活用

※本プラン中における常勤職員とは、正規職員および再任用職員を指します。

（１）職員数の適正化

8,266,000

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

①執行体制の見直し（プロジェクト推進課）
（26年度：１人）

　ファーストマイホーム、スイートホーム両
応援制度に係る事務の縮小に伴い、正規職員
１人を削減しました。

8,266,000

番　号 １ 事業名

事業推進部課

達　成適切な職員配置による常勤職員の適正化

関係課

項目および実施内容 26年度

⑥執行体制の見直し（土木総務課）
（29年度：１人）

⑨執行体制の見直し（道路建設課）
（29年度：１人）

⑦執行体制の見直し（交通計画課）
（29年度：１人）

　執行体制の見直しにより、臨時職員１人を
削減しました。

999,340 999,340

　執行体制の見直しにより、正規職員１人を
削減しました。

8,488,000

　定年退職する正規職員の不補充により、正
規職員１人を削減しました。

8,477,000 8,477,000

⑧定年退職に合わせた見直し（道路管理課）
（27年度：１人）

8,488,000

②執行体制の見直し（都市政策研究所）（26年
度：２人）

　第２次実施計画の策定終了に伴い、正規職
員２人を削減しました。

16,532,000

　市史編さん事業の見直しにより、正規職員
１人を削減しました。

8,266,000 8,266,000

16,532,000

③市史編さん事業の見直し（総務課）
（26年度：１人）

　東日本大震災などへの対応のため増員して
いた課内の職員配置に対して適正化を行い、
正規職員２人を削減しました。

16,532,000 16,532,000

④執行体制の見直し（危機管理課）
（26年度：２人）

　執行体制の見直しにより、精度管理業務に
係る正規職員１人を削減しました。

8,266,000 8,266,000

⑤精度管理業務の見直し（健康科学安全セン
　ター）（26年度：１人）

　執行体制の見直しにより、正規職員１人を
削減しました。

8,488,000 8,488,000

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減
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（１）　職員数の適正化

⑪技術推進業務の見直し（計画課）
（26年度：１人）

⑩係の統合に合わせた見直し（河川課）
（29年度：１人）

　係の統合により、正規職員１人を削減しま
した。

⑮神奈川県競輪組合解散に伴う職員派遣の
　終了（人事課）（27年度：１人）

⑯特定保育事業の廃止（保育運営課）
（27年度：１人）

　定年退職する正規職員の不補充により、正
規職員１人を削減しました。

　資産活用業務の見直しにより、正規職員３
人を削減しました。

8,477,000

⑭漏水修理交替制勤務の見直し
（水道管路課）（27年度：４人）

⑱幼稚園の運営体制の見直し（教職員課）
（27年度：１人）

24,798,000

8,477,000

　漏水修理交替制勤務の見直しにより、27年
10月からの試行時に正規職員２人を削減し、
28年１月からの本格実施時にさらに２人を削
減し、計４人を削減しました。
（27年度途中に実施したため28年度も効果額
あり）

11,905,500 20,405,000 32,310,500

　特定保育事業の廃止により、正規職員１
人、臨時職員１人を削減しました。

10,152,370

　南処理工場老朽化対策事業の縮小により、
正規職員１人を削減しました。

8,477,000 8,477,000

［26年度実施］
　水道メーターボックス先漏水調査の廃止に
より、正規職員２人を削減しました。
［27年度実施］
　水道メーター先漏水調査の廃止により、正
規職員１人、再任用職員１人を削減しまし
た。

16,532,000 13,610,000 30,142,000

⑬水道メーターボックス先漏水調査の見直し
（水道管路課）
（26年度：２人、27年度：２人）

24,798,000

⑫資産活用業務の見直し（用地管理課）
（26年度：３人）

8,488,000 8,488,000

8,266,000
　技術推進業務の見直しにより、正規職員１
人を削減しました。

8,266,000

10,152,370

⑰南処理工場老朽化対策事業の縮小
（資源循環施設課）（27年度：１人）

　神奈川県競輪組合解散に伴う職員派遣の終
了により、正規職員１人を削減しました。

8,477,000 8,477,000

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減
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（１）　職員数の適正化

　正規職員を１人削減しました。

　正規職員を１人削減しました。

計

　公用車運転業務の見直しを行い、常勤職員
１人を削減しました。

番　号

　学校給食の食数の減少に伴う定数減のた
め、正規職員１人を削減しました。

②システム更改等業務の終了（こども青少年
　給付課）（27年度：１人）

　正規職員を２人削減しました。

④料金制度検討等事務の終了（経営料金課）
（26年度：２人）

　正規職員を１人削減しました。

⑳公用車運転業務の見直し（総務課）
（28年度：１人）

⑲学校給食調理業務の見直し（教職員課）
（27年度：１人）

⑥検針・収納業務委託事業者選定業務の終了
（経営料金課）（26年度：１人）

8,477,0008,477,000

5,125,000 5,125,000

107,458,000 78,052,870 25,530,000 26,463,340 237,504,210

効果額計(円)

①防災行政無線再整備の終了（危機管理課）
（27年度：１人）

事業の終了に伴う常勤職員の削減 達　成

事業推進部課 関係課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

２ 事業名

8,477,000 8,477,000

16,532,000 16,532,000

　正規職員を１人削減しました。 8,477,000 8,477,000

8,477,000 8,477,000

③区分区域見直し業務の終了（都市計画課）
（27年度：１人）

　正規職員を１人削減しました。 8,477,000 8,477,000

⑤新会計制度導入準備業務の終了
（経理課）（27年度：１人）

8,266,000 8,266,000

　正規職員を１人削減しました。 8,477,000

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

8,477,000

⑦高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
　策定事業の終了（高齢福祉課）
（27年度：１人）

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減

削 減
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（１）　職員数の適正化

⑩子育て世帯臨時特例給付金給付事業の終了
（こども青少年給付課）（28年度：１人）

8,488,000 8,488,000

計 24,798,000 42,385,000 25,458,000 8,488,000 101,129,000

8,486,000

　正規職員を１人削減しました。

⑪横須賀製鉄所（造船所）創設150周年関連業
　務の縮小（文化振興課）（29年度：１人）

　正規職員を１人削減しました。 8,486,000

　正規職員を１人削減しました。 8,486,000 8,486,000

⑨戦没者等の遺族に対する特別弔慰金の申請
　受付業務の終了（市民生活課）
（28年度：１人）

　正規職員を１人削減しました。 8,486,000 8,486,000

⑧平成27年国勢調査の終了（総務課）
（28年度：１人）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

削 減

削 減

削 減

削 減
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（２）　多様な任用形態による人材の活用

（２）多様な任用形態による人材の活用

［26年度～29年度実施］
　定年退職する職員を再任用することによ
り、職員が培ってきた多様な専門的知識や
経験を積極的に活用しました。

（平成26年度実績）
　・市長事務部局：13人
　・上下水道局　：13人
　・消防局　　　：２人
　・教育委員会　：３人
　　合　　　計　：31人
（平成27年度実績）
　・市長事務部局：12人
　・上下水道局　：５人
　・消防局　　　：１人
　・教育委員会　：７人
　　合　　　計　：25人
（平成28年度実績）
　・市長事務部局：23人
　・上下水道局　：８人
　・消防局　　　：１人
　・教育委員会　：２人
　　合　　　計　：34人

（平成29年度実績）
　・市長事務部局：24人
　・上下水道局　：10人
　・消防局　　　：０人
　・教育委員会　：８人
　　合　　　計　：42人

－ － － － －

計 0 0 0 0 0

再任用職員の活用による職員配置の見直し 達　成

関係課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

効果額計(円)

一般行政職員への再任用職員の活用 活 用 活 用 活 用 活 用
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第２章　組織・人事の見直し
２　職員数の適正化と多様な人材の活用
（２）　多様な任用形態による人材の活用

総務部 総務課

番　号 ２ 事業名 庁舎管理業務の配置の見直し 達　成

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,274,000 3,274,000

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,274,000

②久里浜行政センター 再任用職員の適正配置
（26年度：１人）

3,274,000

計 6,548,000 0 0 0 6,548,000

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

事業推進部課

9,909,000

再任用職員の適正配置（26年度：２人、
28年度：１人）

番　号 ３ 事業名 行政センター庁舎管理業務等の配置の見直し 達　成

項目および実施内容 26年度

効果額計(円)項目および実施内容

①逸見行政センター　再任用職員の適正配置
（26年度：１人）

26年度 27年度 28年度 29年度

事業推進部課 市民部 逸見行政センター、久里浜行政センター

［26年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を２人削
減しました。
［28年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

6,548,000 3,361,000

活 用

活 用 活 用

活 用
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第２章　組織・人事の見直し
２　職員数の適正化と多様な人材の活用
（２）　多様な任用形態による人材の活用

事業推進部課 福祉部 介護保険課、高齢福祉課

項目および実施内容 26年度

番　号 ４ 事業名

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

健康福祉員業務の配置の見直し 達　成

計 11,827,218 15,635,455 3,361,000 5,405,659 36,229,332

［26年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。
［27年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を３人削
減しました。
［28年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

［29年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,274,000 10,032,000 3,361,000

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,274,000 3,274,000

③高齢福祉課　再任用職員の適正配置
（26年度：１人）

②介護保険課　非常勤職員の活用
（26年度：１人、27年度：１人、
  29年度：１人）

保育園給食調理員業務の配置の見直し 達　成

事業推進部課 こども育成部 保育運営課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 ５ 事業名

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,274,000 3,274,000

効果額計(円)

再任用職員の適正配置（26年度：１人）

①介護保険課　再任用職員の適正配置
（26年度：１人、27年度：３人、
  28年度：１人、29年度：１人）

3,342,000 20,009,000

［26年度実施］
　非常勤職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。
［27年度実施］
　非常勤職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

［29年度実施］
　非常勤職員を活用し、再任用職員を１人
削減しました。

5,279,218 5,603,455 2,063,659 12,946,332

活 用 活 用 活 用活 用

活 用 活 用 活 用

活 用

活 用
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第２章　組織・人事の見直し
２　職員数の適正化と多様な人材の活用
（２）　多様な任用形態による人材の活用

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

番　号 ８ 事業名

事業推進部課

［26年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を６人削
減しました。
［27年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を５人削
減しました。
［28年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を６人削
減しました。

［29年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を６人削
減しました。

19,644,000 16,720,000

効果額計(円)

再任用職員の適正配置（26年度：１人）

公園管理業務の配置の見直し 達　成

事業推進部課 環境政策部 公園管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 ６ 事業名

3,274,000

ごみ収集員業務の配置の見直し 達　成

資源循環部 資源循環総務課

番　号 ７ 事業名

事業推進部課

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,274,000

再任用職員の適正配置
（26年度：６人、27年度：５人、
　28年度：６人、29年度：６人）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

28年度 29年度 効果額計(円)

20,166,000 25,198,000 81,728,000

道路維持センターにおける職員の配置の見直し 達　成

土木部 道路維持課

3,361,000 3,361,000

再任用職員の適正配置（28年度：１人）

項目および実施内容 26年度 27年度

活 用

活 用 活 用 活 用活 用

活 用
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第２章　組織・人事の見直し
２　職員数の適正化と多様な人材の活用
（２）　多様な任用形態による人材の活用

［26年度実施］
　定年退職する正規職員の補充を再任用職
員で行うことにより、給与費を削減しまし
た。
［28年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

［29年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を３人削
減しました。

3,274,000 3,361,000 10,026,000 16,661,000

事業推進部課 教育委員会 教職員課

再任用職員の適正配置
（26年度：１人、28年度：１人、
　29年度：３人）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

6,684,000 43,099,000

番　号 10 事業名 給食調理員業務の配置の見直し 達　成

事業推進部課 教育委員会 教職員課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度実施］
　定年退職する正規職員の補充を再任用職
員で行うことにより、給与費を削減しまし
た。
［27年度実施］
　定年退職する正規職員の補充を、再任用
職員で行うことにより、給与費を削減しま
した。
［28年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を３人削
減しました。

［29年度実施］
　再任用職員を活用し、正規職員を２人削
減しました。

19,644,000 6,688,000 10,083,000

再任用職員の適正配置
（26年度：６人、27年度：２人、
　28年度：３人、29年度：２人）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 11 事業名 非常勤職員・臨時職員の活用による常勤職員の削減 達　成

事業推進部課 教育委員会 博物館運営課

3,049,858

常勤職員の削減（27年度：１人）

　週４日勤務の非常勤職員を週５日勤務
に、また臨時職員の活用により正規職員を
１人削減しました。

3,049,858

番　号 ９ 事業名 学校用務員業務の配置の見直し 達　成

活 用 活 用 活 用活 用

活 用 活 用活 用

活 用
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第２章　組織・人事の見直し
２　職員数の適正化と多様な人材の活用
（２）　多様な任用形態による人材の活用

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,344,000 3,344,000

事業推進部課 総務部 総務課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

再任用職員の適正配置（27年度：１人）

番　号 12 事業名 公用車運転業務の配置の見直し 達　成

達　成

事業推進部課 健康部 健康総務課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 13 事業名 中央斎場における火葬業務の配置の見直し

　再任用職員を活用し、正規職員を２人削
減しました。

6,688,000 6,688,000

再任用職員の適正配置（27年度：２人）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 14 事業名 保育園用務作業員業務の配置の見直し 達　成

事業推進部課 こども育成部 保育運営課

　再任用職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

3,344,000 3,344,000

再任用職員の適正配置（27年度：１人）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 15 事業名 消防局車両整備業務における非常勤職員を活用した常勤職員の削減 達　成

事業推進部課 消防局　警防課

　非常勤職員を活用し、正規職員を１人削
減しました。

5,650,603 5,650,603

常勤職員の削減（28年度：１人）

活 用

活 用

活 用

削 減
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第２章　組織・人事の見直し
３　給与の適正化

（１）　給与制度等の適正化

３　給与の適正化

（１）給与制度等の適正化

給与制度等の適正化 達　成

総務部 人事課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

411,262,000

効果額計(円)

給与制度の見直し

［26年度実施］
　地方交付税の削減による市の財政状況を
勘案し、平成25年10月から平成26年６月ま
で給与の減額措置を実施しました。
［27年度実施］
　「給与制度の総合的見直し」について、
平成28年度からの実施に向けて、労使間で
協議しました。
［28年度実施］
　平成28年４月に「給与制度の総合的見直
し」にかかる給料表の改定を実施し、平均
で1.9％引き下げました。

［29年度実施］
　給与制度の見直しについて、引き続き労
使間で協議しました。

238,918,000 － 172,344,000 －

実 施 調 整 実 施 調 整
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第２章　組織・人事の見直し
３　給与の適正化

（２）　各種手当の見直し

（２）各種手当の見直し

各種手当の見直し 達　成

総務部 人事課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

241,518,000

効果額計(円)

各種手当の見直し

［26年度実施］
　退職手当の支給水準を段階的に引き下げ
るため、調整率を98/100から92/100に引き
下げました。
［27年度実施］
　退職手当の調整率を92/100から87/100に
引き下げることにより、支給水準を引き下
げました。
［28年度実施］
　平成29年度以降の実施に向けて検討を行
いました。

［29年度実施］
　平成30年度以降、退職手当の調整率を
87/100から83.7/100に引き下げることにつ
いて、労使間で協議しました。

127,100,000 114,418,000 － －

実 施 実 施 検 討 調 整
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第２章　組織・人事の見直し
４　職員の意欲・能力を引き出す環境づくり

（１）　人事制度の継続的な見直し

４　職員の意欲・能力を引き出す環境づくり

（１）人事制度の継続的な見直し

人事制度の継続的な見直し 達　成

総務部 人事課（研修・厚生担当）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

効果額計(円)

人事制度の継続的な見直し

［26年度実施］
　職員の意欲と能力の向上や組織力が高ま
るよう、より適切な評価を行うため、担当
者級の行動評価の評価項目のうち、役割認
識の具体的内容及び行動評価基準に「職場
環境の向上に貢献に関する視点」を追加し
ました。
［27年度実施］
　地方公務員法改正に基づき、人事評価制
度の運用方法等を変更し、部長級および課
長級の職員の評価結果を勤勉手当の成績率
に活用することとしました。（平成29年度
支給分から活用）
［28年度実施］
　平成28年度から運用を変更した一般職の
人事評価制度について周知を行うために説
明会や研修等を実施するとともに、保育園
保育士や技能労務職員の制度についても平
成29年度からの運用変更に向けて検討を行
いました。

［29年度実施］
　平成29年度から運用を変更した保育園保
育士や技能労務職員の人事評価制度および
新たに導入した再任用職員の人事評価制度
について周知を行うために説明会や研修等
を実施するとともに、一般職の人事評価制
度運用における負担軽減の取り組みや評価
項目に新たな視点を加えるため着眼点の一
部を変更しました。

－ － － －

実 施 実 施 実 施 実 施
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第２章　組織・人事の見直し
４　職員の意欲・能力を引き出す環境づくり

（２）　職員の能力を高める人材育成

（２）職員の能力を高める人材育成

職員研修の見直し 達　成

総務部 人事課（研修・厚生担当）

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

効果額計(円)

研修の最適化

［26年度実施］
　研修を効率的に実施するため、研修需要
に応じて能力開発研修の一部の回数及び科
目の見直しを行いました。
　また、新任係長研修の新設科目としてコ
ンプライアンス研修を導入しました。
［27年度実施］
　研修を効率的に実施するため、研修需要
に応じて、能力開発研修の一部の回数や基
本研修における実施方法について見直しを
行いました。
　モチベーションの向上のため新任課長補
佐研修、新規再任用職員研修を導入しまし
た。
［28年度実施］
　研修を効果的に実施するため、実績を踏
まえ、基本研修の一部について、グループ
数を増やし、同内容を複数回実施しまし
た。
　マネジメント力の向上のため、メンタル
ヘルス・マネジメント研修を実施しまし
た。

［29年度実施］
　研修を効果的に実施するため、２年目研
修において、自ら企画・調査をする市内施
設視察研修を導入しました。また、新任主
任研修の実施方法を見直し職員の負担軽減
を図りました。
　マネジメント能力および生産性向上のた
め、タイム・マネジメント研修を実施しま
した。

－ － － －

実 施 実 施 実 施 実 施
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第２章　組織・人事の見直し
４　職員の意欲・能力を引き出す環境づくり

（３）　業務改善の推進

（３）業務改善の推進

業務改善の推進 達　成

総務部 行政管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

効果額計(円)

業務改善の推進

　職員による業務改善を奨励することによ
り、効率的かつ効果的な行政運営を進める
ため、業務改善コンクールを実施しまし
た。
　　　　　　　　〔応募件数〕
      　一般応募型部門  簡易応募型部門
　平成26年度　　　35件　　　　　  56件
　平成27年度　　　29件　　　　　  46件
　平成28年度　　　22件　　　　　  28件
　平成29年度　　　10件　　　　　  19件

－ － － －

実 施 実 施 実 施 実 施
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第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（１）　市民協働によるまちづくりの推進

第３章　市民とともに進める公共サービスの向上

１　地域や市民との協働の推進

（１）市民協働によるまちづくりの推進

事業推進部課

基本姿勢３
市民との連携・協力のもと、市民協働によるまちづくりを推進します。
また、情報公開などにより行政運営の透明性を確保します。

未達成

政策推進部 都市政策研究所

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

番　号 １ 事業名 住民自治の推進に向けた取り組み

－ － － －

［26年度～29年度実施］
　まちづくり出前トークの実施状況を取り
まとめました。

　26年度：実施回数　　144回
　　　　　参加者数　5,408人
　27年度：実施回数　　195回
　　　　　参加者数　6,929人
　28年度：実施回数　　139回
　　　　　参加者数　4,724人
　29年度：実施回数　　145回
　　　　　参加者数　5,998人

－

［26年度～29年度実施］
　自治基本条例に関する研究を行いまし
た。

－ － － － －

自治基本条例の制定

効果額計(円)

①まちづくり出前トークの実施の取りまとめ
（市民生活課）

双方向性のコミュニケーションの推進 達　成

事業推進部課 市民部 市民生活課 関係課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 ２ 事業名

検 討 検 討 検 討 検 討

実 施 実 施 実 施 実 施

－70－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（１）　市民協働によるまちづくりの推進

②車座会議の実施の取りまとめ
（市民生活課）

－

③パブリック・コメント手続制度の運用
（行政管理課）

［26年度実施］
　「施設配置適正化計画について」をテー
マに５回、「新しい財政基本計画につい
て」をテーマに１回、「「選ばれるまち・
横須賀」と市民活動」をテーマに１回の計
７回開催しました。
［27年度実施］
　「いつまでも自分らしく暮らせるまち横
須賀」をテーマに１回、地域運営協議会を
対象とした車座意見交換会を追浜、長井、
久里浜地区で３回の計４回開催しました。
［28年度実施］
　「生涯現役社会の実現に向けて」をテー
マに１回、地域運営協議会を対象とした車
座意見交換会を逸見、田浦、北下浦地区で
３回の計４回開催しました。

［29年度実施］
　車座会議の在り方について見直しを実施
し、市の重要な施策や計画などの決定の際
に、案件の重要性に応じて意見交換会の機
会を設けていくこととしました。

－ － － －

計 0 0 0 0 0

パブリック・コメント手続を実施しまし
た。

［26年度実施］
　案件数 25件　意見提出件数 2,128件
　　　　　　　 意見提出者数 　712人
［27年度実施］
　案件数 27件　意見提出件数　 231件
　　　　　　　 意見提出者数　  58人
［28年度実施］
　案件数 14件　意見提出件数 1,352件
　　　　　　　 意見提出者数　 599人
［29年度実施］
　案件数 32件　意見提出件数　 297件
　　　　　　　 意見提出者数　  81人

－ － － － －

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

－71－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（１）　市民協働によるまちづくりの推進

0 0 0 0

［26年度実施］
　生涯現役フォーラムメイン企画として講
演会「定年後の人生を地域で生きる」を開
催、あわせて市民公益活動団体の紹介・セ
ミナーなどを行いました。
　（26年度実績）参加者数　443人
［27年度実施］
　生涯現役フォーラムメイン企画として講
演会「ご近所の課題はシニア世代が一肌脱
ぐ」を開催、あわせて市民公益活動団体の
紹介・セミナーなどを行いました。
　（27年度実績）参加者数　260人
［28年度実施］
　生涯現役フォーラムメイン企画として講
演会「セカンドライフを輝いて生きる～ボ
ランティアの楽しみ方～」を開催、あわせ
て市民公益活動団体の紹介・セミナーなど
を行いました。
　（28年度実績）参加者数　194人

［29年度実施］
　生涯現役フォーラムメイン企画として講
演会「人生90年時代のセカンドライフ～年
金兼業生活の実現に向けて～」を開催、あ
わせて市民公益活動団体の紹介・セミナー
などを行いました。
　（29年度実績）参加者数　491人

－ － －

番　号 ３ 事業名 市民協働啓発事業の実施

①市民協働推進セミナー

達　成

事業推進部課 市民部 市民生活課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

－ －

②生涯現役フォーラムにおける生きがいづく
りに関する講演会（※27年度から事業の名称
を市民協働推進の集いから変更しました。）

［26年度実施］
　「市民公益活動団体はホームページで活
動をアピールしよう！」というテーマで２
回開催しました。
  （26年度実績）参加者数　延27人
［27年度実施］
　「YouTubeのネット番組で市民活動をＰＲ
してみよう」というテーマで３回開催しま
した。
　（27年度実績）参加者数　延40人
［28年度実施］
　「市民公益活動団体の運営講座」という
テーマで２回開催しました。
　（28年度実績）参加者数　延24人

［29年度実施］
　「光るプレゼンテーション技術を体得す
る講座」というテーマで２回開催しまし
た。
　（29年度実績）参加者数　延25人

－ － － － －

計 0

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施
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第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（１）　市民協働によるまちづくりの推進

番　号 ４ 事業名 まちづくりへの市民参画機会の充実 達　成

事業推進部課 市民部 市民生活課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度～29年度実施］
　計画、実施、評価の各段階で市民の参
加、参画を図り、市民協働事業を展開しま
した。

－ － － － －

①Plan-Do-See各段階の市民協働事業の展開

計 0 0 0 0 0

［26年度実施］
　里親制度について新規が６件、合意解消
が５件あり、113件が制度合意のもと活動さ
れています。
［27年度実施］
　里親制度について新規が１件、合意解消
が７件あり、107件が制度合意のもと活動さ
れています。
［28年度実施］
　里親制度について新規が２件、合意解消
が５件あり、104件が制度合意のもと活動さ
れています。

［29年度実施］
　里親制度について新規が２件、合意解消
が７件あり、99件が制度合意のもと活動さ
れています。

－ － － － －

②まちかど里親制度の推進 実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

－73－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（２）　市民公益活動との連携強化

（２）市民公益活動との連携強化

市民協働の担い手づくり 達　成

市民部 市民生活課

項目および実施内容 26年度

［26年度～29年度実施］
　実践型職員研修を実施しました。

　26年度：４回　受講者数 44人
　27年度：４回　受講者数 43人
　28年度：３回　受講者数 34人
　29年度：３回　受講者数 35人

－ － －

番　号 １ 事業名

事業推進部課

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

①担い手づくりのための情報発信
　（協働通信・説明会など）

②職員研修による人材育成

［26年度～29年度実施］
　庁内LANにおいて「協働通信」を各年度４
回発行し、職員向けに市民協働に関する周
知を行いました。

－ － － － －

－ －

計 0 0 0 0 0

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

－74－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（２）　市民公益活動との連携強化

項目および実施内容

①市民協働推進補助制度の推進

番　号 ２ 事業名 市民公益活動団体に対する支援の充実 達　成

事業推進部課 市民部 市民生活課

26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度実施］
　16団体の提案事業があり、市民協働審議
会の審査の結果、11団体の提案が採択さ
れ、補助金を交付しました。その後１団体
が辞退し10団体が事業を実施しました。
［27年度実施］
　７団体の提案事業があり、市民協働審議
会の審査の結果、７団体の提案が採択され
ました。その後１団体が辞退し、６団体に
補助金を交付し、事業が実施されました。
［28年度実施］
　17団体の提案事業があり、市民協働審議
会の審査の結果、14団体の提案が採択され
ました。採択した団体に補助金を交付し、
事業が実施されました。

［29年度実施］
　11団体の提案事業があり、市民協働審議
会の審査の結果、11団体の提案が採択され
ました。採択した団体に補助金を交付し、
事業が実施されました。

－ － － － －

［26～29年度実施］
　企画提案型市民協働モデル事業として負
担金を交付し、事業が実施されました。

　　26年度:３事業
　　27年度:４事業
　　28年度:３事業
　　29年度:４事業

－ － － － －

②企画提案型市民協働モデル事業の推進 実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

－75－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（２）　市民公益活動との連携強化

［26年度～29年度実施］
　市民協働推進条例に行政サービスへの参
入機会の提供とそのための登録制度を設
け、市民公益活動団体への業務委託を積極
的に推進しました。

　26年度：登録団体数　87団体
　　　　　委託契約件数　52件
　27年度：登録団体数　93団体
　　　　　委託契約件数　59件
　28年度：登録団体数　94団体
　　　　　委託契約件数　61件
　29年度：登録団体数　95団体
　　　　　委託契約件数　63件

－ － － － －

③市民公益活動団体の専門性などを生かした
　業務委託の推進

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

計 0 0 0 0 0

［26年度～29年度実施］
　３か所の市民活動サポートセンターを運
営しました。

　年間利用者数
　・市民活動サポートセンター
　　　　　26年度：45,356人
　　　　　27年度：47,158人
　　　　　28年度：47,329人
　　　　　29年度：47,910人

　・久里浜市民活動サポートセンター
　　　　　26年度：1,904人
　　　　　27年度：2,053人
　　　　　28年度：1,916人
　　　　　29年度：2,052人

　・追浜市民活動サポートセンター
　　　　　26年度：2,108人
　　　　　27年度：2,008人
　　　　　28年度：1,864人
　　　　　29年度：1,947人

－ － － － －

④市民活動サポートセンターの運営 実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

－76－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
１　地域や市民との協働の推進

（３）　行政センターの地域コミュニティー機能の充実

（３）行政センターの地域コミュニティ機能の充実

②地域運営協議会への支援・未設立地区への
　設立の働きかけ

地域コミュニティの支援 達　成

市民部 地域コミュニティ支援課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

29年度 効果額計(円)

　本庁地区管内の地区連合町内会をはじめ
とする地域コミュニティ支援を行うため、
平成26年４月から市民部内に「地域コミュ
ニティ支援課」を設置しました。

－

①本庁地区担当課の新設

－

計 0 0 0 0 0

［26年度実施］
　新たに２地区で協議会が設立され、各協
議会への運営や取り組みの支援を行いまし
た。未設立の地区については、引き続き地
域活動団体等への説明、設立準備会の運営
支援等を行いました。
［27年度実施］
　新たに２地区で協議会が設立され、各協
議会への運営や取組みの支援を行いまし
た。未設立の地区については、引き続き地
域活動団体等への説明を行いました。
［28年度実施］
　新たに１地区で協議会が設立され、各協
議会への運営や取組みの支援を行いまし
た。未設立の地区については、引き続き地
域活動団体等への説明を行いました。

［29年度実施］
　各協議会への運営や取組みの支援を行い
ました。未設立の地区については、引き続
き地域活動団体等への説明を行いました。

－ － － －

実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

－77－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
２　市民の声を反映した行政サービスの向上

（１）　市民の声を反映した行政サービスの向上

２　市民の声を反映した行政サービスの向上

（１）市民の声を反映した行政サービスの向上

サービス向上運動の推進 達　成

総務部 行政管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

29年度 効果額計(円)

－ － －

番　号 ２ 事業名 「市民の声」広聴活動の推進 達　成

［26年度～29年度実施］
　窓口対応を行う課等に常設のアンケート
箱を設置するとともに、窓口および本庁舎
の玄関でアンケート用紙の手渡しを行いま
した。

－ －

窓口サービスアンケートの実施

事業推進部課 市民部 市民生活課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

①「市政への提言」「目安箱」の運用

［26年度～29年度実施］
　「市政への提言」（専用の封書）の発行
や「目安箱」の設置などを行い、市民から
の市政に関する意見・要望等を「市民の
声」として受け付けました。

－ － － － －

②「ボイスバンクシステム」の運用

0

［26年度～29年度実施］
　「市民の声」の申出内容と市の対応・回
答を、市のホームページ上で「ボイスバン
ク」として公開しました。

－ － － － －

計 0 0 0 0

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施
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第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
３　行政運営の透明性の確保
（１）　情報公開の積極的な推進

３　行政運営の透明性の確保

（１）情報公開の積極的な推進

情報公開の積極的な推進 達　成

総務部 行政管理課

項目および実施内容 26年度 27年度 28年度 29年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

－

効果額計(円)

積極的な情報提供の推進と公文書公開制度の
適正な運用

［26年度～29年度実施］
　市政情報コーナーにおいて、各課の行政
資料を閲覧に供するなど、積極的な情報提
供に努めました。
　また、公文書公開制度の適正な運用を行
うとともに、制度の運用状況を公表しまし
た。

－ － － －

実 施 実 施 実 施 実 施

－79－



第３章　市民とともに進める公共サービスの向上
３　行政運営の透明性の確保
（２）　行政評価の定着と活用

（２）行政評価の定着と活用

④実施計画の進行管理

行政評価の実施 達　成

政策推進部 都市政策研究所

項目および実施内容 26年度

番　号 １ 事業名

事業推進部課

①重点政策・施策評価

－

27年度 28年度 29年度 効果額計(円)

［26年度～29年度実施］
　重点政策・施策評価を実施し、報告書を
ホームページで公表しました。

－ － － －

－

③基本計画の進行管理

　基本計画の進行管理を実施しました。 －

－

計 0 0 0 0 0

［26年度～29年度実施］
　実施計画の進行管理を実施し、報告書を
ホームページで公表しました。

－ － － －

－

②事務事業等の総点検

　事務事業等の総点検を実施し、費用対効
果の観点などから事業の見直しを行いまし
た。

－

実 施

実 施

実 施 実 施 実 施 実 施

実 施 実 施 実 施 実 施
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番号 事業名 課名 頁

1 1 1 3 広報業務の見直し 広報課 8

1 1 1 4 広報掲示板ポスター作製の見直し 広報課 9

1 1 1 1 一般財団法人地方自治研究機構に対する負担金支出の見直し 政策推進課 8

1 1 1 68 こども政策アドバイザーの廃止 プロジェクト推進課 27

1 1 1 2 政策評価事業(重点政策・施策評価)の見直し 都市政策研究所 8

3 1 1 1 住民自治の推進に向けた取り組み 都市政策研究所 70

3 3 2 1 行政評価の実施 都市政策研究所 80

1 1 2 1 サーバ群の仮想化による機器更改経費の見直し 情報政策課 29

1 1 2 2 WAN回線サービスの変更による経費の見直し 情報政策課 29

1 1 2 3 情報資産最適化業務の見直し 情報政策課 29

総務部

2 2 2 2 庁舎管理業務の配置の見直し 総務課 60

2 2 2 12 公用車運転業務の配置の見直し 総務課 64

1 1 1 8 出張旅費計算業務委託の見直し 人事課 10

2 3 1 1 給与制度等の適正化 人事課 65

2 3 2 1 各種手当の見直し 人事課 66

1 2 1 3 産業医業務の見直し
人事課（研修・厚生担
当）

33

2 4 1 1 人事制度の継続的な見直し
人事課（研修・厚生担
当）

67

2 4 2 1 職員研修の見直し
人事課（研修・厚生担
当）

68

2 1 1 1 組織の見直し 行政管理課 51

2 1 2 1 柔軟で機動的な事務執行体制の整備 行政管理課 53

2 1 3 1 審議会等の見直し 行政管理課 54

2 4 3 1 業務改善の推進 行政管理課 69

3 2 1 1 サービス向上運動の推進 行政管理課 78

3 3 1 1 情報公開の積極的な推進 行政管理課 79

＜＜ 部課別索引 ＞＞

分類番号

市長室

政策推進部

－81－



番号 事業名 課名 頁

1 1 1 9 下水道事業会計に対する繰出金の見直し 財政課 10

1 1 1 10 市債償還利子の軽減 財政課 10

1 1 1 11 土地開発基金の見直し 財政課 11

1 1 1 66 神奈川県競輪組合貸付金の廃止 財政課 26

1 1 3 1 補助金等の見直し 財政課ほか 30

1 3 1 1 財政基本計画の着実な実行 財政課 34

1 3 2 1 受益者負担の適正化 財政課ほか 35

1 3 2 2 広告事業の推進 財政課 35

1 4 1 1 外郭団体の健全な運営
財政課（行財政改革
担当）ほか

50

1 3 2 3 利用計画のない市有財産の処分 財産管理課 36

1 3 3 3 公共施設の総合的・効率的な管理・活用 FM推進課 40

1 1 1 12 横須賀市公共事業コスト構造改善プログラムの推進 工事検査課 11

1 1 1 5 風を感じる街～yokosuka　音楽フェスティバルの見直し 文化振興課 9

1 1 1 6 子ども文化活動体験講座の見直し 文化振興課 9

1 3 3 1 芸術劇場・文化会館等の管理運営体制の見直し 文化振興課 40

1 3 3 2 芸術劇場管理事業の見直し 文化振興課 40

1 1 1 64 市民スポーツ教室運営方法の見直し スポーツ振興課 26

1 1 1 67 観光事業の見直し 観光課 27

1 1 1 7 多文化共生講座の見直し 国際交流課 9

1 3 2 4 市税納付推進センター業務の拡充 納税課 36

1 3 2 5 市税等の未収金額の圧縮 納税課ほか 37

1 3 2 6 特別徴収の推進に向けた取り組み 市民税課 38

1 3 2 7 固定資産税（土地）の側方・二方路線加算 資産税課 38

渉外部

税務部

文化スポーツ観光部

財政部

分類番号

－82－



番号 事業名 課名 頁

3 1 1 2 双方向性のコミュニケーションの推進 市民生活課ほか 70

3 1 1 3 市民協働啓発事業の実施 市民生活課 72

3 1 1 4 まちづくりへの市民参画機会の充実 市民生活課 73

3 1 2 1 市民協働の担い手づくり 市民生活課 74

3 1 2 2 市民公益活動団体に対する支援の充実 市民生活課 75

3 2 1 2 「市民の声」広聴活動の推進 市民生活課 78

3 1 3 1 地域コミュニティの支援
地域コミュニティ支援
課

77

1 2 1 1 郵送による各種証明書発行業務の見直し 窓口サービス課 33

2 2 2 3 行政センター庁舎管理業務等の配置の見直し
逸見行政センター
久里浜行政センター

60

福祉部

1 1 1 13 重度障害者医療扶助事業の見直し 障害福祉課 11

1 1 1 14 障害者施設等通所者交通費扶助事業の事務手続きの見直し 障害福祉課 12

1 1 1 71 在宅重度障害者居室等整備促進資金融資制度の廃止 障害福祉課 28

1 1 1 15 ふれあいお弁当事業の見直し 高齢福祉課 12

1 1 1 16 敬老祝金等の支給対象者の見直し 高齢福祉課 12

1 1 1 72 高齢者居室等整備促進資金融資制度の廃止 高齢福祉課 28

1 3 2 8 老人デイサービスセンター指定管理者募集要項の内容見直し 高齢福祉課 38

1 3 5 2 特別会計「国民健康保険費」の健全な運営 健康保険課 47

2 2 2 4 健康福祉員業務の配置の見直し
介護保険課
高齢福祉課

61

1 3 5 1 特別会計「介護保険費」の健全な運営
介護保険課
高齢福祉課

46

1 2 1 2 中央斎場運営管理体制の検討 健康総務課 33

2 2 2 13 中央斎場における火葬業務の配置の見直し 健康総務課 64

1 3 4 1 病院事業会計の健全な運営
地域医療推進課（市
立病院担当）

44

1 1 1 17
市民健診の後期高齢者医療証交付者の健診費用自己負担額免
除の見直し

保健所健康づくり課 12

1 1 1 18 家庭用品試買検査検体数の見直し 保健所生活衛生課 13

1 1 1 19 横須賀市猫対策連絡会開催回数の見直し 保健所生活衛生課 13

健康部

市民部

分類番号

－83－



番号 事業名 課名 頁

1 1 1 20 青少年の家の事務費の見直し こども育成総務課 13

1 1 1 21 青少年活動推進事業の見直し こども育成総務課 13

1 3 5 3 特別会計「母子父子寡婦福祉資金貸付事業費」の健全な運営 こども青少年給付課 48

1 1 1 22 助産師支援事業の見直し こども健康課 14

1 3 3 6 公立保育園再編実施計画の推進 保育運営課 42

2 2 2 5 保育園給食調理員業務の配置の見直し 保育運営課 61

2 2 2 14 保育園用務作業員業務の配置の見直し 保育運営課 64

1 1 1 23 わいわいスクールから学童クラブへの変更 教育・保育支援課 14

1 1 1 24 児童相談所運営事業の見直し 児童相談所 14

1 1 1 25 こどもグループワーク事業の見直し 児童相談所 15

1 1 1 26 自然環境調査および継承の森関連イベントの見直し 自然環境共生課 15

1 1 1 27 地下水質調査の見直し 環境管理課 15

1 1 1 28 ダイオキシン類調査の見直し 環境管理課 15

1 1 1 69 公共用水域水質調査の見直し 環境管理課 27

1 1 1 29 チビッコ広場の設置の見直し 公園管理課 16

1 1 1 30 公園水泳プールの設置の見直し 公園管理課 16

1 1 1 31 花壇の一部見直し 公園管理課 17

1 3 3 4 長井海の手公園の管理運営の見直し 公園管理課 41

2 2 2 6 公園管理業務の配置の見直し 公園管理課 62

1 3 5 4 特別会計「公園墓地事業費」の健全な運営 公園建設課 49

1 1 1 32 被服事業の見直し 資源循環総務課 17

2 2 2 7 ごみ収集員業務の配置の見直し 資源循環総務課 62

1 1 1 33 市民への啓発事業の見直し 資源循環推進課 17

1 1 1 34 資源循環日の出事務所維持管理事業の見直し 資源循環施設課 18

1 1 1 35 長坂埋立地浄化センター管理事業の見直し 資源循環施設課 18

1 1 1 36 し尿等下水道投入施設維持管理事業の見直し 資源循環施設課 18

1 1 1 37 公衆トイレ維持管理事業の見直し 資源循環施設課 18

1 1 1 38 リサイクル体験教室の見直し リサイクルプラザ 19

1 1 1 39 粗大ごみの処理に関する見直し 南処理工場 19

こども育成部

環境政策部

資源循環部

分類番号

－84－



番号 事業名 課名 頁

1 1 1 40 横須賀産業ビジョン推進委員会の開催回数の見直し 経済企画課 19

1 1 1 70 産業振興事業の見直し
経済企画課
企業誘致・工業振興課

27

1 1 1 41 市民農園管理運営事業の見直し 農業水産課 20

1 1 1 42 地産地消　味めぐり事業の見直し 農業水産課 20

1 3 3 7 市営住宅ストック総合活用計画の推進 市営住宅課 43

1 1 1 43 土木総務課事務費等の見直し 土木総務課 20

1 1 1 44 駐車場マップの見直し 交通計画課 21

1 1 1 45 交通計画課事務費等の見直し 交通計画課 21

1 1 1 46 道路管理課の公用車の見直し 道路管理課 21

1 1 1 47 道路管理課事務費等の見直し 道路管理課 21

1 1 1 48 道路建設課事務費等の見直し 道路建設課 22

1 1 1 49 道路補修課事務費の見直し 道路補修課 22

1 1 1 50 道路維持管理事業費の見直し 道路維持課 22

1 1 1 51 道路照明灯電気料の削減に向けた見直し 道路維持課 22

2 2 2 8 道路維持センターにおける職員の配置の見直し 道路維持課 62

1 1 1 52 公用車の運用方法を含む事務経費の見直し 河川課 23

1 1 1 53 傾斜地保全課事務費等の見直し 傾斜地保全課 23

1 1 1 54 横須賀うみかぜカーニバルの見直し 港湾企画課 23

1 1 1 55 港湾振興各種団体負担金の見直し 港湾企画課 24

1 1 1 56 資産活用業務の見直し 用地管理課 24

1 3 2 9 未利用地等の活用 用地管理課 39

1 3 4 2 水道事業会計の健全な運営 経営料金課、経理課 44

1 3 4 3 下水道事業会計の健全な運営 経営料金課、経理課 45

1 1 1 57 不明水対策業務の見直し 下水道管渠課 24

経済部

都市部

港湾部

上下水道局

土木部

分類番号

－85－



番号 事業名 課名 頁

1 1 1 58 消防職員研修事業の見直し 総務課 24

1 1 1 59 こども防災大学の見直し 警防課 25

2 2 2 15
消防局車両整備業務における非常勤職員を活用した常勤職員の
削減

警防課 64

1 1 1 60 婦人会館の廃止 生涯学習課 25

2 2 2 9 学校用務員業務の配置の見直し 教職員課 63

2 2 2 10 給食調理員業務の配置の見直し 教職員課 63

2 2 2 11 非常勤職員・臨時職員の活用による常勤職員の削減 博物館運営課 63

1 1 1 61 所蔵品展作品キャプション製作方法の見直し 美術館運営課 25

1 3 3 5 美術館の管理運営体制の検討 美術館運営課 41

1 3 2 10 学校敷地内における教職員駐車場所の有料化
教育政策課
学校管理課

39

1 1 1 62 就学支援事業の見直し 支援教育課 25

1 1 1 63 スクールバス運行管理事業の見直し 支援教育課 26

2 1 1 2 小学校の統廃合に伴う小学校ふれあい相談員の削減 支援教育課 52

1 1 1 65 包括外部監査委託料の見直し 監査課 26

2 2 1 1 適切な職員配置による常勤職員の適正化 関係課 55

2 2 1 2 事業の終了に伴う常勤職員の削減 関係課 57

2 2 2 1 再任用職員の活用による職員配置の見直し 関係課 59

その他

消防局

監査委員事務局

教育委員会事務局

分類番号

－86－



白紙



　　　　　　　　　　　　　　横須賀市行財政改革推進本部
事務局：横須賀市財政部財政課（行財政改革担当）

address：〒238－8550　横須賀市小川町11番地
tel：046-822-8276  fax：046-822-7795
e-mail：pm-pc@city.yokosuka.kanagawa.jp

URL：http://www.city.yokosuka.kanagawa.jp/1610/gyoukaku/gyoukaku.html


